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事 業 実 績 の 概 要 

 

 国際教養大学は、全国で初めての地方独立行政法人として設置された公立大学であり、

グローバル化社会にあっては、多様な価値観や世界観を学び、諸問題の解決に努めながら、

人類の未来を切り拓いていくことが求められるという認識の下、英語をはじめとする外国

語の卓越したコミュニケーション能力と、豊かな教養、グローバルな視野を伴った専門知

識を身に付けた実践力のある人材を育成し、国際社会と地域社会に貢献することを目標と

して、平成 16年４月１日に開学した。 

 その運営にあたっては、秋田県から示された中期目標と、それに対応する中期計画及び

年次計画を指針として事業活動を実施しており、平成 24 年度の事業実績は以下のとおり

であり、順調に推移している。 

 

１．教育・研究における質の維持・向上について 

 

(1) 基本的な教育 

 実践的な英語の運用能力を養成するため、英語集中プログラム（EAP）では、入学直後

の TOEFL に基づく能力別クラス編成を行い、英語レベルに応じた少人数による教育を実

践した。その結果、順調に次の段階へ進んでおり、本学が目指した学生の英語力の水準

は一貫して確保されている。また、言語異文化学習センター（LDIC）では、EAP 及び基盤

教育の外国語科目において必須としている実践科目を実施し、学生が自ら学習計画を立

て個々の能力に応じて学習する自律学習教育を推進した。 

 基盤教育（BE）では、幅広い知識と教養を身に付けることを目的に、社会科学、芸術・

人文科学、数学・自然科学等、多様なカリキュラムを提供したほか、実践的な業務展開

に必要なコンピュータスキルを養成するため、「コンピュータ・リテラシー」などの授業

科目を提供した。 

 専門課程における「グローバル・ビジネス課程」では、経済学、会計学、金融論、国

際経済等ビジネスに関する基礎理論と知識の習得を図るためのカリキュラムを提供し、

「グローバル・スタディズ課程」では、北米、東アジア及びトランスナショナルを対象

とする地域研究を基礎に、地域研究に係る基礎知識と手法の理解等の修得を図るための

カリキュラムを提供し、専門基礎知識及び総合的知識を養成した。 

キャリア開発支援では、就職先の開拓を推進するとともに、キャリアデザイン科目（授

業）の提供、インターンシップ（就業体験）、留学前キャリアガイダンス、留学中の学生

への就職指導、企業を招いての就職説明会等の進路指導を実施した結果、平成 24 年度卒
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業生の就職率は、100％となった。 

高度な知識と実践力を備えた専門職業人及び教育者を養成するため、専門職大学院で

は「グローバル・コミュニケーション実践研究科」を開講し、英語教育、日本語教育及

び発信力の各領域での実践的なスキル修得を提供した。 

また、教職課程では、実践的な教育の提供ができる教員を養成するため、英語教育プ

ログラムで身に付けた高度な英語力や、基盤教育から学んだ幅広い知識を生かす英語教

員養成プログラムを提供した。 

 

(2) 学生生活に対する支援 

 学業上の助言や、留学、就職など様々な相談に応じるため、アカデミック・アドバイ

ザーを配置し、学生が相談しやすい体制を確保するとともに、カウンセラーを配置し、

メンタルヘルス等の相談に応じ、学生の心理面における負担軽減に努めた。また、授業

料減免、本学独自の奨学制度等により、経済的支援を継続した。 

さらに、喫煙場所や洗濯室の利用について、学生会、学生寮生活委員会、及び学生生

活委員会での意見交換等を踏まえ、学生からの要望に対応するとともに、学生会館を学

生活動の拠点とし、クラブ活動や同窓会活動をサポートする等、活発な学生活動を支援

した。 

 

(3) 学生の確保 

 優秀な学生の確保は本学の重要課題であり、一定水準以上の基礎学力を有するととも

に、多彩な能力や資質を備え、真に学ぶ意識を持つ学生を選抜するため、ＡＯ入試等の

特別選抜、大学入試センター試験の活用、独自の試験日程設定による一般選抜など多様

な形態により入学者選抜を実施した。 

 平成 25 年度入学試験は、2,354 名から出願があり、受験者数 2,097 名、入学者数は、

正規学生 159 名、特別科目等履修生６名の合計 165 名となった。また、この他に８名が

編入学している。4 月入学の一般選抜試験の出願者数は前年度より若干増加し、1,971 人

が出願し、倍率は 18.8 倍と高い倍率を維持することができた。 

 優秀な学生の確保のため、大学説明会を全国６都市で開催したほか、７月、９月及び

10 月にオープンキャンパスを実施した。オープンキャンパスの参加者数は、延べ 2,416

名となり、前年度に引き続き、多くの方にご参加いただいた。 

一方、県内出身学生の確保を図るため、県内の全ての高校を個別訪問し、本学の教育

理念や入試制度を説明するなどＰＲを行った。なお、主要進学校へは複数回訪問し、更

に８の高校においては、校内説明会にも出席した。 

さらに、県内の高校生のみを対象とした入試制度「グローバル・セミナー入試」を募
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集定員 10名で実施し、出願者数 61名、17 名の県内高校生がこの入試により入学した。 

(4) 異文化体験、国際交流 

多様な異文化交流ができる学内環境、本学学生の留学先等の確保のため、新たに 20の

海外の大学と学術交流協定を締結した。平成 24 年度目標の倍以上の大学と協定を結び、

平成 25 年３月現在、41 カ国・地域 149 大学まで提携拡大を進めた。地域別の内訳は、北

米 50校、ヨーロッパ 55校、アジア 30校、オセアニア９校、アフリカ３校、南米２校で

ある。提携先大学は極めてバランスよくその多様性を維持しており、学生の多様な留学

ニーズに応えている。 

 それらの提携校を中心に受入れた留学生は、地域の伝統行事、観光イベント、学校と

の異文化交流事業に積極的に参加し、幅広い世代との交流を行った。本学では、これま

で平成 19 年度に八峰町、平成 20 年度に大仙市、平成 22 年度に男鹿市、平成 23 年度に

由利本荘市と国際交流に関する協定を締結しているが、平成 24 年度には新たに美郷町と

協定を締結した。平成 24年度は留学生の小・中学校等との交流（受入れ・派遣）回数 200

回を目標にしていたが、協定を締結している市町以外とも積極的に交流し、目標を上回

る 221 回の交流を実施した。双方向の活発な交流を通じ、県民の異文化体験、国際交流

の機会を多く創出することができた。 

 

２．地域貢献・国際貢献の実践について 

 

  本学の持つ機能や人的資源を積極的に活用してもらうため、様々な取り組みを行った。 

県内教育機関と連携し、高校の英語授業への教員派遣、高校生を対象とした模擬授業な

ど実施したほか、行政、教育機関、企業、各種団体が主催する講演会、委員会等へ教職員

を派遣した。 

平成 24 年度は、公開講座を年 18 回開催した。市民セミナー「気候変動と社会」

（全５回シリーズ）、「グローバル化時代の魅力ある大学づくり―東アジアの視点

から―」（９月 29 日）、「日本のソフトパワー発見」（11 月 10 日）及び東アジア調

査研究センター（ＣＥＡＲ）寄附講座「秋田から東アジアを考える」（全９回）な

どを開催した。 

平成 24 年１月に設立された東アジア調査研究センター（ＣＥＡＲ）では、韓国、

ロシア、極東、中国、ＡＳＥＡＮなどとの交流に関する調査・研究を推進するた

め、現地を訪問し、経済、観光の需要調査や意見交換などを行った。また、ＪＥ

ＴＲＯ秋田と共同で「攻める秋田企業応援プロジェクト」を立ち上げ、海外展開

に意欲的な県内企業の訪問調査を行い、海外ビジネスの支援活動を開始したほか、

秋田市から貿易振興施策に関する提言書作成業務を受託し、ロシア極東地域と台
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湾のマーケット調査や企業に対する講演会などを行った。 

地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）では、文化庁の「地域伝統文化総合活性

化事業」を実施し、秋田県内における民俗芸能の調査研究に取り組んだ。平成 22

年度から３カ年計画で行われた本調査は、24 年度が最終年度となり、秋田県全域

の民俗芸能をカバーし、成果の還元により、高齢化や人口減少等で衰退が続く民

俗芸能の活性化、普及啓発、小中学校における郷土教育、観光振興等に資する資

料を提供できた。 

 

３．効率的・効果的な大学運営について 

  公立大学法人としての迅速な意思決定と効果的な事業実施のため、教育研究会議や教

授会など教学分野を司る組織との役割分担を明確にしたうえで、大学経営会議を中心と

した運営体制を構築し事業を推進している。 

  教職員については、業績主義による効率的な人事制度を構築する目的で３年の任期制

とともに年俸制を導入している。業績評価については、教員の場合は学生による授業評

価等の結果も含め、翌年度の年俸額に反映させるとともに、授業やその他の業務におけ

る改善に資することとしている。 

  経営の安定化を図るため、多様な自己財源の確保に努めるとともに、予算執行にあた

っては、全体的な経費の節減を図り、今後も業務の進捗状況を見極めながら、適切で計

画的な執行に努めていく。 

 

４．決算について 

 

(1) 経営状況 

 ① 経営成績 

 平成24年度の経営成績は、経常収益合計20億4,962万円で、経常費用合計が20億3,987

万円となり、差し引き 975 万円の当期純利益であったが、6,686 万円の目的積立金の取崩

もあり、7,662 万円の当期総利益となった。 

 収入については、受験者数や入学手続者数が見込みを上回り、これらに係る学生納付

金収入が見込みに比較すると 1,950 万円の増となった。支出については、一般管理費な

ど前年度と比較して経費が増加しているものがある一方、計画的な執行により、全体的

な経費削減に努めている。 

 

 ② 財政状態 

 平成 24年度の財政状態は、資産総額が 68億 3,216 万円で、負債総額が 12 億 9,209 万

円、純資産総額が 55 億 4,007 万円となっている。 
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 資産の内訳は、固定資産が 61 億 6,856 万円、流動資産が 6億 6,360 万円であり、負債

の内訳は、未払金、預り金などの流動負債が 4 億 5,212 万円、資産勘定の相手方勘定と

して計上された資産見返物品受贈額、県からの長期借入金などの固定負債が 8 億 3,997

万円である。純資産は、資本金が県から出資された建物 13億 9,326 万円、秋田市から出

資された土地 5 億 384 万円となっており、資本剰余金が県からの補助金により取得した

土地 4億 6,219 万円、建物等 43 億 5,755 万円などである。 

 

(2) 利益の処分 

  当期総利益は、学生の確保、経費の削減等経営努力に努めた結果であり、剰余金につ

いては、専門職大学院に係るものについては、地方独立行政法人法第 40条第１項に基づ

く積立金、その他のものについては同法同条第３項に基づき中期計画で定める教育研究

の質の向上、組織運営及び施設整備の改善を図るための経費に充てることを目的とした

積立金として、より充実した大学運営に資することとしたい。 

 

 



① 英語集中プログラムにおいて学術英語の基礎

力を強化し、総合的運用能力を養成する。

① ○

イ）ＴＯＥＦＬスコアが伸びずに進級で

　きない学生には、学習達成センター

　（ＡＡＣ）の利用を勧め、スコアアッ

　プのための支援をする。

○ ＴＯＥＦＬスコア達成については、ＥＡＰ教員が個別

に相談を受け付け、それぞれの学生に合わせた指導を

行ったほか、学習達成センター（ＡＡＣ）の支援が、

スコアアップに貢献し、最終的に99％の学生が１年以

内にＥＡＰを修了した。

　なお、留学から帰国した学生を対象と

して、平成24年度から、ＴＯＥＩＣの無

料試験を年３回実施しているほか、平成

25年度からは、春と秋にＴＯＥＩＣ対策

のワークショップを実施するなど、卒業

時における英語力向上のための取組を着

実に実施しており、今後も得点の向上が

見込まれる。

　卒業時におけるＴＯＥＦＬ600点相当以

上取得率は、昨年度と同じ47％であり、

目標を達成できなかったものの、平成24

年度卒業生のＴＯＥＦＬの平均点は592点

であり、平成23年度卒業生の587点から上

昇しており、着実に卒業時のＴＯＥＦＬ

の得点の底上げが図られていると言え

る。

年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

英語集中プログラム（ＥＡＰ）のクラス編成は、４～

20名であった。24年度春学期では「レベル１：１クラ

ス」、「レベル２：１クラス」、「レベル３：８クラ

ス」で開始し、秋学期では「レベル１：１クラス」、

「レベル２：１クラス」、「レベル３：２クラス」、

冬学期では「レベル１：０クラス」、「レベル２：１

クラス」、「レベル３：１クラス」を開講した。春学

期の全新入生（159名）のうち、157名が１年以内にＥ

ＡＰを修了した。

ア）英語集中プログラム（ＥＡＰ）にお

　いては、能力別少人数クラス（約15－

　20名）編成を維持する。

　ＴＯＥＦＬスコアによる進級基準

　（Ｌｅｖｅｌ I 460点,Ｌｅｖｅｌ II

　480点,Ｌｅｖｅｌ Ⅲ 500点）を保持

　するとともに、学生の出席率90％

　以上をポリシーとし、授業への真

　摯な取組を奨励する。

年　度　計　画　の　項　目

１  教育の質の向上及び充実

（１）卓越した外国語運用能力の養成

公立大学法人国際教養大学　2012年度自己点検・評価

Ⅰ　教育研究に関する目標を達成するための措置

 また、英語集中プログラム（ＥＡＰ）に

ついて、効果的に運用されてはいるが、

入学してくる学生の英語力が上昇（開学

時平均491.7点、24年度平均519.3点）し

ている状況に合わせ、25年度から特にブ

リッジコースを設けるとともに、ＴＯＥ

ＦＬスコアによる進級基準を変更してい

る。(ＥＡＰレベル２：480点以上、ＥＡ

Ｐレベル３：500点以上、ブリッジコー

② 卒業時までにＴＯＥＦＬ600点相当以上を取

得することを目途に、英語運用能力の段階的

な向上を図る。

② 留学申請の条件としてＴＯＥＦＬ550点を保

持し、留学後卒業前の英語能力を測る指標と

して活用するため、ＴＯＥＦＬまたはそれに

相当する英語能力試験を受験させる体制を検

討する。

○ 留学後卒業前の英語能力を測るため、卒業前に英語試

験結果の提出を義務付け、学内で無料で受験できる能

力試験としてＴＯＥＦＬ-ＩＴＰテストとＴＯＥＩＣ-

ＩＰを実施した。

なお、留学を終了した学生89名がＴＯＥＦＬ-ＩＴＰを

受験し、平均点は563点、132名がＴＯＥＩＣ-ＩＰを受

験し、平均点は863点であった。

③ ③ 60単位以上取得してもなおＴＯＥＦＬが550

点未満の学生を抽出し、個別に学習達成セン

ター（ＡＡＣ）の利用を勧める。

○ 左記に該当する学生30名に対して、アドバイザーとの

面談とＡＡＣを通じた個別指導の利用を勧めた。う

ち、21名がＴＯＥＦＬ550点を達成した。

④ 言語異文化学習センター（ＬＤＩＣ）を活用

した自主的な語学学習を推進する。

④ 英語以外の外国語実践科目においても言語異

文化学習センター（ＬＤＩＣ）の積極的な活

用を促進する。

○ 英語以外の中国語、韓国語、フランス語、スペイン

語、ロシア語、モンゴル語の授業においても言語異文

化学習センター（ＬＤＩＣ）を利用した言語学習活動

が展開された。

また、言語異文化学習についてのワークショップを数

回実施するとともに、教材及びそれらを活用した学習

方法を紹介し、ＬＤＩＣの積極的な利用を促した。

学習達成センター（ＡＡＣ）を活用し

ＴＯＥＦＬ目標スコア到達を支援する。

　

ス：550点以上で海外での学習経験などが

ある場合）
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⑤ 母国語に加え、英語及び第２外国語を習得

し、その言語学習を通じて異文化を理解する

「複言語主義」を推進する。

⑤ 第２外国語の習得を推進するため、中国語、

韓国語、ロシア語、モンゴル語、フランス

語、スペイン語を毎学期提供する。

○ 中国語、韓国語、ロシア語、モンゴル語、フランス

語、スペイン語の授業を毎学期開講した。履修者数は

以下のとおり。

中国語:137名、韓国語:69名、ロシア語:35名、モンゴ

ル語:16名、フランス語:96名、スペイン語:68名

合計421名（通年の延べ人数）

⑥ 海外留学や留学生との共同生活等を通じて実

践的外国語運用能力の向上を図る。

⑥ 海外留学や留学生との共同生活等を通じて実

践的外国語運用能力の向上を図る。

○ 海外留学においては準備段階から自分で手続きを進め

るように指導しており、留学期間だけでなく、留学前

後も留学先大学とのやりとりを通して実践的な英語で

のコミュニケーション能力を身に付けることができ

る。また、学内においても留学生との共同生活や課外

活動等、日常的に外国語を使う環境にある。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

☆　数値目標

　・入学１年以内のＴＯＥＦＬ500点以上取

　　得率：95％以上

　・入学２年以内のＴＯＥＦＬ550点以上取

　　得率：85％以上

　・卒業時におけるＴＯＥＦＬ600点相当以

　　上取得率：75％以上

☆　数値目標

　・入学１年以内のＴＯＥＦＬ500点

　　以上取得率：95％以上

　・入学２年以内のＴＯＥＦＬ550点

　　以上取得率：85％以上

　・卒業時におけるＴＯＥＦＬ600点

　　相当以上取得率：75％以上

（２）「国際教養」教育の推進

☆　実績

　・入学１年以内のＴＯＥＦＬ500点

　　以上取得率：99％

　・入学２年以内のＴＯＥＦＬ550点

　　以上取得率：91％

　・卒業時におけるＴＯＥＦＬ600点

　　相当以上取得率：47％

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

　海外提携校の増加により留学プログラ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

① 「国際教養」教育に対する深い理解と認識に

基づく教育を実施する。

① 初年度教育の一部であるＣＣＳ100オリエン

テーション（全員必修）の授業の中で本学の

「国際教養」教育について説明する。

○ 「オリエンテーション(CCS100)」、「グローバル研究

概論(IGS200)」で「国際教養」教育を理解するため

に、世界的な「リベラルアーツ」教育の意味や歴史に

ついての知識、それに基づく本学の教育目標とカリキ

ュラムなどについて教員が説明している。

② グローバルな視点（社会科学的視点、人文学

的視点、経験的方法、量的論証、批判的思考

方法）を習得する人材を育成する。

② 人文社会科学、数学・自然科学、芸術・文化

等広範な分野にわたり科目を提供する。

○ 社会科学(16)、芸術・人文科学(16)、数学・自然科学

(15)、学際研究(16)、世界の言語と言語学(39)等広範

な分野にわたり科目を提供した。

　注）（）内は24年度基盤教育にて開講

　　　された各分野の科目数。

（２）－１　グローバルな教養

（２）「国際教養」教育の推進
　海外提携校の増加により留学プログラ

ムの多様化が図られている。
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③ プレゼンテーション、ディベート、グループ

ワーク等を通じて発信力を養成する。

③ 各授業の中で、できる限りプレゼンテーショ

ン、ディベート、グループワークを取り上

げ、発信力の養成に努める。

○ 基盤教育、専門教養教育を通じ、多くの科目でプレゼ

ンテーション、ディベート、グループワークなどを授

業の形態として取り入れている。また、ディベート中

心の科目として「国際ニュースとディベート」に加

え、「批判的思考とディベート」を新規開講して、

ディベート能力の向上や発信する姿勢の養成に努め

た。

④ 体系的な履修計画に基づく原則１年間の留学

プログラムを実施するとともに、留学先とな

る海外提携校の拡大やデュアル・ディグリー

などの留学プログラムの多様化を図る。

④ 体系的な履修計画に基づく原則１年間の留学

プログラムを実施するとともに、留学先とな

る海外提携校の拡大やデュアル・ディグ

リー、日米協働教育問題解決型科目などの留

学プログラムの多様化を図る。

○ 新たに20大学と学術交流協定を締結した。地域別内訳

は、欧州11大学、北米４大学、アジア３大学、オセア

ニア１大学、南米１大学である。また、新たに、ポー

ランド、フィンランド、チリの３カ国が加わり、提携

大学は41カ国・地域149大学に及ぶ。よって、提携先大

学は極めてバランス良くその多様性を維持している。

○ デュアル・ディグリープログラムでの学生派遣はな

かったが、当プログラムの内容、メリットなどを学生

に対して説明、周知し、学生の留学における選択肢を

広げている。

⑤ 自国民としてのアイデンティティー確立を目

指し、各地域の文化や歴史に関する学習機会

を提供する。

⑤ 日本研究をはじめとして、世界各地域の文化

や歴史に関する科目を提供する。

○ 「日本史」や「日本文学」、「民族文化論」といった

日本の文化・歴史科目等から自国に関する知識を学

び、さらに「ロシア近現代史」や「英米民衆文化論」

等幅広い科目を提供し、留学生と学ぶことで改めて自

らのアイデンティティーについて考えることを促し

た。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

① 「人文科学」、「社会科学」、「数学

・自然科学」、「芸術・文化」、「世界の言

語」など幅広い基礎知識の修得により多角的

な視点を養成する。

① 「人文科学」、「社会科学」、「数学・自然

科学」、「芸術・文化」、「世界の言語」な

ど幅広い基礎知識の修得につながる科目を提

供する。

○ 「人文科学」、「社会科学」、「数学・自然科学」、

「芸術」、「学際研究」、「世界の言語と言語学」な

どを、それぞれ選択必修科目として提供することによ

り、物事を多角的に観察・検証し、論理的に考える力

を養うための広い基礎知識が修得できるようにした。

具体的には、第３言語習得の推奨や、必要に応じた新

規科目の開設などによって進めている。

② 歴史、法学、政治学、社会学、数学・理科、

音楽・美術、英語以外の外国語など、専門教

養教育への架け橋となる基礎的学習能力を習

得させる。

② 歴史、法学、政治学、社会学、数学・理科、

音楽・美術、英語以外の外国語など、基礎的

学習能力習得のための学習計画作成を支援す

る。

○ 「オリエンテーション(CCS100)」(必修；１単位）にお

いて、これから４年間の学業を遂行するため、各分野

の特徴、意義や、必修科目について指導した。

また、個々の学生のアカデミック・アドバイザーであ

る教員の指導を通じて、幅広い分野の基礎的学習能力

習得のための学習計画作成を支援した。

　幅広い基礎知識の修得につながる科目

を提供したほか、第３言語習得を推奨

し、英語以外の外国語学習環境を充実さ

せ、学生のコミュニケーション能力の向

上を図っている。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）－２　基盤教育

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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③ 日本研究科目及び東アジア関係科目の学習や

プロジェクトワークを通じ日本への理解を深

化させる。

③ 日本研究科目及び東アジア関係科目の学習を

通じ日本への理解を深化させる。

○ 日本研究科目は２科目４単位以上が必修であり、東ア

ジア関係科目も留学生を含む全学生に開かれている。

留学生とともに文化から政治経済まで幅広い視点から

日本について考え、理解を深める講義を提供してい

る。（例：「日本の現代文学と戦後」、「日本の外交

政策」、「東アジア研究概論」、「社会学的日本人

論」、「異文化理解の視点から見る日本の社会と文

化」）

④ 英語以外の外国語学習を強化し、学生のコ

ミュニケーション能力の向上を図る。

④ 中国語、韓国語、ロシア語、モンゴル語、フ

ランス語、スペイン語を基礎的レベルで毎学

期提供するとともに、言語異文化学習セン

ター（ＬＤＩＣ）を利用した自主学習を推進

する。

○ 中国語、韓国語、ロシア語、モンゴル語、フランス

語、スペイン語を基礎的レベルで毎学期提供した。授

業で使う教材のほかに、言語異文化学習センター（Ｌ

ＤＩＣ）にも各言語に関する教材を準備し、活用され

ている。

① 経済学及びビジネス全般に関する体系的な基

礎知識と理論を習得させる。

① 経済学及びビジネス全般に関する基礎知識と

理論に関する科目を提供する。

○ 体系的な基礎知識と理論の習得を目的として、基盤教

育科目として「経済学原理ミクロ」、専門教養教育科

目として「経済学原理マクロ」を必修と位置付けてい

る。また、専門教養教育課程においては、経済学及び

ビジネス全般に関する科目、「現代日本の経済」、

「ビジネスと法律」、「組織と人材マネジメント」な

どを提供した。

年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

(2)-3-1  グローバル・ビジネス課程

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）－３　専門教養教育
　中期計画、年度計画に基づき、専門教

養教育として必要な科目の提供を行って

いる。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

② 金融論、国際ビジネスなどに関するグローバ

ルな視点からの理解を深めさせる。

② 金融論、国際ビジネスなどに関する科目を提

供する。

○ 「通貨、銀行と国際金融」、「国際貿易論」、「開発

金融」など、現在の世界経済情勢を踏まえた金融論、

国際ビジネス関係科目を提供した。「国際ビジネス」

は専門教養科目の推奨科目と位置付けている。

③ 経済、ビジネス、金融の分野においてグロー

バル規模で起きている諸課題の総合的理解と

問題発見・解決能力を養成する。

③ 経済、ビジネス、金融の分野においてグロー

バル規模で起きている諸課題について、問題

を発見し、それに対する自己の解決策を示す

ことができるよう指導する。

○ 経済、ビジネス、金融の分野においてグローバル規模

で起きている諸課題について学び、問題解決方法を考

える科目（「グローバル化における経済学」、「国際

的経営とリーダーシップ」、「ケーススタディBRICs」

等）を提供した。また、様々な経済に関する統計デー

タ及び分析ソフトの取扱いを学ぶ「エコノミックデー

タハンドリング」を新規開講し、データ分析に基づい

て経済動向等を考える姿勢を養成している。
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① 北米、東アジアなど地域に関する教育研究及

び国際連合などの国際機関やＮＧＯ（非政府

組織）などに関するトランスナショナルな教

育研究を推進する。

① 北米、東アジア及びトランスナショナル分野

の科目を提供する。

○ 「アメリカの政治システム」、「アメリカ外交史」、

「アメリカ合衆国憲法」、「東アジア政治経済論」、

「中国の外交政策」、「国際環境科学」、「国際協

力・開発論」など、北米、東アジア及びトランスナ

ショナル分野の科目を提供した。

② 二国間関係、多国間関係、紛争予防や国際報

道などの具体的問題に関する理論と応用を修

得させる。

② 二国間関係、多国間関係、紛争予防や国際報

道などに関する科目を提供する。

○ 「米中関係論」、「北東アジア関係論」、「国際機構

論と法」、「ＥＵ学への招待」、「国際報道論」、

「東アジアのマスメディア」、「平和科学」など、二

国間関係、多国間関係、紛争予防や国際報道などに関

する科目を提供した。

③ 地域の問題を理解し、その解決に資するた

め、地域言語を高いレベルで習得させる（複

言語主義）。

③ 中国語、韓国語、ロシア語、モンゴル語、フ

ランス語、スペイン語についてより高いレベ

ルで提供するとともに、言語異文化学習セン

ター（ＬＤＩＣ）ではそれ以外の外国語教材

についても充実する。

○ 中国語、韓国語、ロシア語、フランス語についてレベ

ルⅢ以上の科目を提供した。他言語の教材数は１言語

追加し36種類をそろえた。異文化理解に関する各種企

画を実施することにより、教材の利用を促進した。

④ 環境、貧困、人権などグローバルな規模で起

きている諸課題に関する総合的な理解と問題

発見・解決能力を養成する。

④ 環境、貧困、人権などグローバルな規模で起

きている諸課題について、問題を発見し、そ

れに対する自己の解決策を示すことができる

よう指導する。

○ 「国際環境科学」、「国際協力・開発論Ⅱ」、「国際

報道論」、「核エネルギーと核兵器のグローバル化」

といった各科目や、卒業前必修であるセミナー研究論

文制作を通じ、グローバルな規模で起きている諸課題

について取り上げ、問題を発見し、それに対する自己

の解決策を示すことができるような知識、調査方法を

学ぶとともに、論文執筆と研究発表能力を磨く機会を

提供した。

また、複数の短期集中特別講義を開設し、海外提携大

(2)-3-2  グローバル・スタディズ課程

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

また、複数の短期集中特別講義を開設し、海外提携大

学等からの招聘教員の専門分野における研究内容に触

れ、世界の諸問題への視野を広げる機会としている。

① 英語科教員に必要な理論的知識、実践的技術

の修得とともに使命感に満ちた教員として必

要な資質・能力を養成する。

① 英語科教員に必要な理論的知識、実践的技術

の修得とともに使命感に満ちた教員として必

要な資質・能力を養成する科目を提供し、学

生への履修アドバイス、採用試験を目指す学

生への支援を充実させる。また、25年度に開

設予定の「教職実践演習」の指導体制につい

て、教科及び教職に関する科目の担当教員間

で検討し、指導計画の立案を行う。

○ 「教職概論」、「現代社会の教育基礎論」にはじま

り、英語科教員に必要な理論的知識、実践的技術の修

得を教職科目として提供し、加えて教職課程や教科に

関する科目担当教員による学生への個別履修アドバイ

ス、定期的なガイダンスを実施したほか、採用試験を

目指す学生への模擬授業や面接の指導等支援を行っ

た。また、25年度に開設予定の「教職実践演習」の指

導体制について、教科及び教職に関する科目の担当教

員間で検討し、指導計画の立案を行った。

なお、高等学校一種教員免許状（英語）取得者は13名

となっている。

　英語科教員に必要な理論的知識、実践

的技術の修得を目的とした科目の提供に

加え、採用試験を目指す学生に対し模擬

授業や面接の指導等を行うなど、教職課

程の充実を図っている。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）－４　教職課程
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① 留学生の日本語能力レベルに応じた授業科目

を提供し、授業を通じた日本語能力の向上を

図る。

① 留学生の日本語能力レベルに応じた授業科目

を提供し、授業を通じた日本語能力の向上を

図る。

○ 入学時に日本語能力を判定するプレースメントテスト

を実施し、レベルに応じた授業科目を提供した。

② 日本研究科目及び東アジア関係科目の学習や

プロジェクトワークを通じ日本への理解を深

化させる。

② 日本研究科目及び東アジア関係科目の学習や

プロジェクトワークを通じ日本への理解を深

化させる。

○ 日本研究科目や東アジア関係科目においては、日本人

学生と一緒に授業を履修し、理解を深める科目を提供

した。

日本や東アジア関係への理解を通じて世界の多様性・

相互依存性を学ぶとともに、相対的に自国を客観視す

ることによる多角的視点やコミュニケーション能力を

身に付けることができる。

プロジェクトワークとしては、協働課題解決型プロ

ジェクト科目として提供した「特別講義：地域民俗文

化の保全」において、地域の民俗芸能を題材として、

フィールドワーク、インタビュー、グループ討議を通

して日本の地域社会を取り巻く課題について理解を深

め、解決策について発表する機会を提供した。

日本研究科目及び東アジア関係科目の履修留学生数：

315人（通年の延べ人数）

③ 秋田県内及び東北各地域で行われる様

々な交流会、奉仕活動、行事等への積極的な

参加を通じ地域との交流を深めさせる。

③ 秋田県内等で行われる様々な交流会、奉仕活

動、行事等への積極的な参加を通じ地域との

交流を深めさせる。

○ 秋田県内での活動を中心に、260回を超える交流活動

（地域の伝統行事、観光イベント、小・中学校等との

異文化交流事業など）に、留学生が参加し、幅広い世

代との交流を行った。

　能力レベルに応じた日本語科目、日本

への理解を深化させるための日本研究科

目、東アジア関係科目など、留学生に対

する充実した教育が行われている。より

多くの留学生を確保するために、今後は

レベルの高い(300-400番台)日本研究科目

の充実が必要である。

　また、県内での様々な交流活動に留学

生が参加し、地域との交流を深めてい

る。

（３）留学生に対する教育の充実

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

自己点検・評価及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

① 英語教育実践領域

「英語が使える日本人」を育成できる英語教

員、「コミュニケーション能力」を育成でき

る英語教員の養成及びリカレント教育を実践

する。

① 英語教育実践領域

「英語が使える日本人」を育成できる英語教

員、「コミュニケーション能力」を育成でき

る英語教員の養成及びリカレント教育を実践

するため、可能な科目を提供する。

○ 優れた英語運用能力を備えた英語教員を育成するた

め、本領域の講義は全て英語で実施している。

専門職大学院の特色を生かし、学術領域にあたる言語

学、語彙習得などの科目についても理論と実践の両面

から議論し、大学院生が実際の教育場面で学んだ事項

を実践に反映することができるように配慮している。

英語教育実践領域の大きな責務である現職教員のリカ

レント教育については、通常の土曜日開講に加え、新

たな取組として、土曜日に「特別講義：英語を介した

英語教授法」を新設し、オムニバス形式で英語教育に

直接関連し実践に重点を置いたテーマを複数提供する

科目を提供した。本特別講義では、県内の現職教員を

対象に科目等履修生を募り、29名の受講者のうち、外

部から17名が参加し、うち11名が現職教員であった。

なお、本学大学院では、平日に学校勤務している教員

が修士課程を修了できる体制で科目を提供しており、

現職教員２名が在籍し、うち１名が８月に専修免許状

を取得し、修了した。

　国際社会で積極的な役割を果たす高度

専門職業人の養成に向け、各領域におい

て、専門的・実践的な取組が行われてい

る。

（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育　
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② 日本語教育実践領域

高度な専門知識と実践力を有し、国内外の日

本語教育機関等において即戦力となる日本語

教員を養成する。

② 日本語教育実践領域

高度な専門知識と実践力を有し、国内外の日

本語教育機関等において即戦力となる日本語

教員を養成するため、可能な科目を提供す

る。

○ 国内外の日本語教育機関等において即戦力となる日本

語教員を養成するため、修士２年次の教育実習は、秋

学期、冬学期、春学期と３学期にわたって必修として

いる。24年度秋学期は、学内で各国の提携大学からの

留学生を対象とした実習、冬学期は台湾から14名を招

き、プログラムデザインから授業担当までの教育実習

を行った。

春学期の２週間の海外実習は、７名の院生を２～３名

ずつ、台湾２大学、マレーシア１大学に送って実施し

た。修了後は、学内で実習発表会を開催し、海外の日

本語教育現場の見学及び教育実習の有益な経験を振り

返る機会となった。

③ 発信力実践領域

メディア及びコミュニケーションに関する理

論的実践的教育研究とインタビ

ュー、交渉、ディベート、通訳などの技法の

習得により、英語による国際報道や国際広報

における発信力を養成する。

③ 発信力実践領域

メディア及びコミュニケーションに関する理

論的実践的教育研究とインタビュー、交渉、

ディベート、通訳などの技法の習得のため、

可能な科目を提供する。

○ メディア及びコミュニケーションに関する理論的実践

的教育研究とインタビュー、交渉、ディベート、通訳

などの技法の習得のため、「通訳技法I～III」、「広

報学概論」、「取材とインタビュー法」、「ディベー

ト法」など、多彩な科目を提供した。

また、現場での実体験を基に各自の研究成果をまとめ

る実践研究科目を配し、中間報告・最終発表会を領域

の全学生にも公開して実施するなど、研究課題への取

組能力の向上を図った。24年度は、報道機関やＮＰＯ

等において５名が実習を行った。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

① 戦略的広報の展開

ア　各種メディアやホームページ、大

　学パンフレット等を活用した大学広

　報を推進する。

①

○ パンフレット及びホームページは、日本語版、英語版

ともに、大学の特徴に焦点を当て、データを活用し、

読み手を意識した客観的な情報提供を徹底した。な

お、ホームページのアクセス件数が前年度より大幅に

増加している。中嶋学長が逝去した影響もある（２

月、３月で前年比約10万件の増）が、それを除いても

大幅に増加しており、効果的な広報活動が行えている

ものと考える。（21年度390,524件、22年度635,720

件、23年度600,121件、24年度890,249件）

また、メールマガジンの登録者数は、着実に増えてお

り、キャンパスサポーターネット会員数は、3,235人と

なった。このほか、日本語版広報用ＤＶＤを更新し、

最新情報をイベントなどで紹介した。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

よる県内すべての高校訪問などを今後も

積極的に行う。

　また、グローバル・セミナー参加者を

対象にしたグローバル・セミナー入試を

実施することにより、優秀な県内高校生

の確保を図る。

２  学生の確保

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）県内外からの学生の受け入れ
　志願倍率については、授業料値上げ後

も高い数値を維持しており、効果的な広

報活動が行われている。

　県内出身入学者の確保については、目

標を達成しておらず、引き続いての課題

となっている。

　なお、課題解決に向け、グローバル・

セミナー、Speaking/Listening

Seminar、Pro English Workshopなどの県

内高校生向けの研修の実施、教員による

県内高校での出前講座の開催、高校生に

よる本学視察、県内で行われる業者主催

の大学ガイダンスへの参加、入試室員に

戦略的広報の展開

アａ）パンフレット等の広報資料の作成、

　　本学ホームページの充実、キャンパ

    スサポーターネット会員やメールマ

　　ガジン登録などにより、本学の情報

　　を迅速に提供する。

年　度　計　画　の　項　目
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○ 24年度は前年度に引き続き、多くの報道機関の取材を

受けた。テレビ、雑誌、新聞等で本学の理念や教育内

容などが紹介され、受験生等に対して効果的にＰＲす

ることができた。また、進学情報誌などに大学情報・

広告を掲載し、大学広報を推進した。

イ　オープンキャンパスの実施等によ

　り積極的に見学者を受け入れ、本学

　の教育内容、キャンパスライフ等の

　周知を促進する。

イａ）オープンキャンパスを７月、９

　　月、10月に、キャンパス見学会を５

　　月、６月、８月、11月に実施する。

　　アンケート調査等に基づき、プログ

　　ラムの充実と円滑な運営を図る。

○ オープンキャンパスを３回実施（７月15日、９月16

日、10月７日　いずれも日曜日）し、それぞれ1,006

名、857名、553名の参加があった。（計2,416名、対前

年比211名増）

また、別途キャンパス見学会を４回開催（５月27日、

６月17日、８月５日、11月18日）し、それぞれ21名、

22名、27名、19名が参加するなど、学生確保のための

きめ細かな対策を行った。（合計2,505名が参加）

　ｂ）県内外の高校からの大学見学

　　者を積極的に受け入れる。

○ 個人でキャンパスの見学を希望する高校生、保護者及

び教員等のほか、一般の来訪者についても個別に日程

を調整し、積極的に対応した。

　《県内外の高校生の見学者受入れ》

　　37件　1,119名

ウ　全国主要都市において大学説明会

　を開催するとともに、高校訪問や出

　前講座を実施する。

ウａ）県外での大学説明会（Experience

　　AIU）の開催を継続する。（教員、職

　　員及び学生の三者による；６都市

　　に会場を設定）

○ 大学説明会を全国６都市で開催し、本学の教職員、学

生が出席して説明を行った。

《開催状況》

６/９東京（190名）、６/10名古屋（73名）、６/16大

阪（107名）、６/17福岡（24名）、６/30札幌（69

　ｂ）テレビ、雑誌、新聞等マスメディ

　　アからの取材を通じて、本学のＰＲ

　　を図る。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

阪（107名）、６/17福岡（24名）、６/30札幌（69

名）、７/１仙台（21名）（合計484名が参加、前年度

比0.8倍）

　ｂ）県外高校への訪問活動（校内説

　　明会・出前講義等を含む。）を

　　継続する。（合格・入学実績校、

　　主要進学校及び主要予備校など。

　　目標350校）

○ 県外高校への訪問は、合格実績校や主要進学校、英語

科設置校等を中心に訪問重点地域を決めたうえで、本

学職員が「学長特別補佐（入試担当）」として訪問

し、本学の特色等を説明した。（464校訪問）

② 他の国公立大学から独立した日程による一般

選抜試験や多様な特別選抜試験を継続する。

② ア）一般選抜試験において、大学入試セ

　ンター試験を活用する。また、独自日

　程（Ａ、Ｂ、Ｃ日程）の実施を継続す

　る。

○ 一般選抜試験に大学入試センター試験を活用し、独自

日程（Ａ、Ｂ、Ｃ日程、定員105名）による入試を引き

続き実施した。

《実績》

　・志願者1,971名（対前年比６名増）

　（A日程936名、B日程639名、C日程396名）

　・志願倍率18.8倍
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イ）特別選抜試験（ＡＯⅠ・Ⅱ、推薦、

　ギャップイヤー、社会人、帰国生、

　外国人留学生Ⅰ・Ⅱ）、編入学試

　験を引き続き実施する。

○ 引き続き、特別選抜試験及び編入学試験を実施した。

《実績》

　・特別選抜試験

　　志願者351名（対前年比127名増）

　（AOI97名、AOII20名、

　　推薦143名、ギャップイヤー66名、

　　社会人９名、帰国生７名、外国人

　　留学生I2名、外国人留学生II7名）

　

　・編入学試験

　　志願者16名（対前年比２名増）

ウ）県内高校生向けグローバル・セミ

　ナー入試を実施する。

○ グローバル・セミナー入試を実施した結果、61名が出

願し、17名の県内出身学生を確保した。

③ 本学への入学を希望する多くの受験生や外国

人留学生の期待に応えるため、入学定員を現

在の150名から175名に拡大する。

④ 県内出身入学者の着実な拡大

ア　県内高校訪問や出前講座、個別説

　明会を実施するとともに、オープン

　キャンパスへの参加や県内高校の施

　設利用など本学訪問機会の拡大等に

　より、本学の周知を促進する。

③ 県内出身入学者の着実な拡大

アａ）県内高校への訪問活動を継続する。

　　（全高校訪問－各１回、主要高校訪

　　問－各３回）

　ｂ）出前講座、個別説明会を実施する

　　とともに、オープンキャンパスへの

　　参加や県内高校の施設利用など本

　　学訪問機会の拡大等により、本学

　　の周知を促進する。

○ ４月に全ての県内高校を訪問した。また、主要進学校

や国際系コースを設置している高校には複数回訪問

し、積極的な広報に努めた。

また、出前講座26回、校内説明会８回、業者主催によ

る合同入試説明会12回に参加した。

イ　グローバル・セミナーの実施や本 ○ 県内高校生を対象に本学の教員による日本語での授業

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

イａ）グローバル・セミナーを実施する。

年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

イ　グローバル・セミナーの実施や本

　学交換留学生との交流促進により、

　県内高校生の国際社会や本学への関

　心度の向上に努める。

○ 県内高校生を対象に本学の教員による日本語での授業

を通し、世界の多様な文化や言語、歴史、政治、経

済、社会、環境、科学技術などについて幅広い知識を

得ることを目的としたグローバル・セミナーを実施し

た結果、第１回には28校73名、第２回には24校69名が

参加した。（延べ142名、実数83名）

　ｂ）本学交換留学生による高校訪問、

　　県内高校生による本学訪問等の交流

　　を促進する。

○ 県内高校の本学訪問時には、留学生との交流を行い本

学の特色を伝えるとともに、日本人学生との交流の場

も設定し、高校生が大学生活や進路について相談する

機会を設けた。一方、留学生も県内高校の部活動に参

加したり、日本文化等（茶道、三味線、華道等）を体

験したりするなどして、双方向での異文化理解促進に

つながった。

　≪実績件数≫

　受入回数15回/参加学生数122名(うち留学生106名）

　派遣回数９回/参加学生数59名（うち留学生50名）

イａ）グローバル・セミナーを実施する。

　　（第１回(５月)、第２回(８月)）
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ウ　県内高校生を対象とした各種セミ

　ナーを実施するなど、県内高校と連

　携しながら県内高校生の英語力向上

　を推進する。

○ 高校３年生を対象にしたPro English Workshop、高校

２年生を対象としたListening/Speaking Seminarを開

催し、それぞれ25名(12校)、25名(14校)の参加があ

った。

　ｂ）県内高校と連携しながら県内高校

　　生の英語力向上を推進する。

○ 外国語や国際社会に関心を有する高校生と留学生が外

国語を通じて交流を行うことにより、外国語能力の向

上及び国際感覚の醸成が図られた。

エ　県内高校生を対象としたグローバ

　ル・セミナー選抜の募集人員を定数

　化するとともに、推薦入学試験等に

　おける県内出身者の募集人員枠を継

　続する。

エａ）県内高校生を対象としたグローバ

　　ル・セミナー入試（募集人員10名）

　　を引き続き実施する。

○ 県内高校へ積極的に広報し、出願・受験61名、合格17

名、入学17名であった。

　ｂ）特別選抜試験の推薦入試及びＡＯ

　　・高校留学生入試Ⅰの募集人員の半

　　数を県内高校生とし、県内出身者の

　　確保に努める。

○ 推薦入試、ＡＯ・高校留学生入試Ⅰの募集人員の半数

を県内高校生としたが、県内合格者は４名のみで、年

度計画の目標を達成できなかった。

（２）留学生の受け入れ

☆　数値目標

　・一般選抜試験倍率：５倍以上

　・県内出身入学者数：35名以上

☆　数値目標

　・一般選抜試験倍率：５倍以上

　・県内出身入学者数：35名以上

☆　実績

　・一般選抜試験倍率：18.8倍

　・県内出身入学者数：23名

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

ウａ）県内高校生を対象に、Pro English

　　Workshop（高校３年生対象）、

　　Listening/Speaking Seminar（高校

　　２年生対象）を実施する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　海外提携校数が目標を上回っており、

その結果、多様な国・地域からの留学生

を受け入れることができている。１年間

① 本学認知度の国際的向上

ア　英語版のホームページや広報関係

　の充実を図る。

① 本学認知度の国際的向上

アａ）本学を目指す海外の学生をターゲ

　　ットに、適時情報を更新するなど本

　　学の英語版のホームページの内容を

　　充実させる。

○ 本学概要、入学申込方法、新規協定締結、本学の留学

制度など、適宜ホームページの情報を更新したほか、

在学生の声やサマープログラムやウィンタープログラ

ムの活動内容等、本学を目指す海外の学生がより興味

を持ってホームページを閲覧できるよう内容を充実さ

せた。

　ｂ）短期留学生、サマープログラムの

　　参加者確保のため、英文の大学パン

　　フレットの継続的な発行及びその内

　　容を充実させる。

○ 英語版大学案内パンフレットを引き続き発行し、英語

版ＤＶＤと合わせて提携校に配布するなど、海外の学

生への広報を行った。

イ　各国の大学関係者が集まる国際的

　なイベントや留学生フェアなどにお

　ける広報活動を積極的に展開すると

　ともに、本学留学経験者に対して継

　続的に情報提供を行う。

イａ）米国をはじめ、アジア、オセアニ

　　ア、ヨーロッパの国際教育交流関係

　　者が交流する国際的会議に、本学独

　　自のブースを出展するなど、本学の

　　取組を積極的に紹介するとともに、

　　国際交流・留学担当者との人的ネッ

　　トワークを拡大・深化させる。

○ 国際教育・留学担当者が交流する国際的集会に積極的

に参加し、交流を深化させた。５月のＮＡＦＳＡ年次

総会（ヒューストン、米国）及び９月のＥＡＩＥ年次

総会（ダブリン、アイルランド）では、単独ブースに

て、本学の教育プログラム、その他サービス及び秋田

県のプロモーションを行った。

これらの会合への参加は、提携校の拡大、留学生のリ

クルート、学生交流上生じている不具合の調整等を進

める上で、極めて効率的なものとなった。

を受け入れることができている。１年間

の海外留学義務制度を堅持していくため

には、貸借の均衡を維持しつつ、今後と

も海外提携校数を拡大し、国際的認知度

の向上に向けて積極的な広報活動を行っ

ていく必要がある。
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　ｂ）本学の提携校や留学関係の情報

　　を学生・教職員に積極的に発信す

　　るため、国際センターを通じた情

　　報提供システムの更なる充実を行

　　う。

○ 留学ラウンジとして、国際センター前に、各提携校資

料、留学準備のための資料（帰国報告書、留学に係る

各種情報等）を設置し、小さな留学図書館を目指し運

営した。

また、国際センターのウェブページを開設し、ニュー

ス、イベント、留学及び提携校の最新情報を、学生、

教職員、保護者に提供した。

② 既提携校との関係強化と新提携校の戦略的拡

大

ア　既提携校との関係強化を図るとと

　もに、サマープログラムなどにより

　短期留学生を積極的に受け入れる。

② 既提携校との関係強化と新提携校の戦略的拡

大

アａ）国際的なイベントへの参加、提携

　　校訪問等の機会を利用し、あるいは

　　通常業務において、提携校の関係者

　　との情報交換を継続的に行うことに

　　より、関係強化を図る。

○ ＮＡＦＳＡ（米国）、ＥＡＩＥ（ヨーロッパ）及びＵ

ＭＡＰ(アジア)などの国際会議への参加や、直接提携

校を訪問し、留学担当者との意見交換や情報交換等を

通して、信頼醸成を培ってきた。

　ｂ）提携校はもとより、日本語プログ

　　ラムに関心を持っている非提携校か

　　らの学生をサマープログラムに受け

　　入れるとともに、日本語教育実習な

　　どテーラーメイドの日本語プログラ

　　ムを積極的に展開することにより、

　　短期留学生を受け入れる。

○ サマープログラム及びウィンタープログラムの開催を

通して、本学日本語教育プログラムの教育水準の高さ

を伝えるとともに、県内へのバストリップ等により、

秋田の魅力を経験してもらうことができた。

《実施概要》

　サマープログラム　　：６週間（６月～７月）、

　　　　　　　　　　　　35名参加

　ウィンタープログラム：２週間（１月、２月）、

　　　　　　　　　　　　14名参加

イ　本学のパートナーに相応しい大学

　を選定し、学生のみならず教職員の

　交流の可能性も視野に入れた戦略的

　な取組により、毎年５校を目途に新

　たな提携校を拡大する。

イ　リベラルアーツ大学をはじめ、世界

　各地域の多様な大学と提携できるよ

　う各種ネットワークを活用した情報収

　集・分析を行い、新たに７大学以上と

　提携を行う。

○ 20大学と新たに学術交流協定の締結を行った。24年度

末で、41カ国・地域149大学まで提携校を拡大すること

ができ、それらの提携校は極めてバランスよくその多

様性を維持しており、学生の多様なニーズに応えるこ

とができている。

③ 外国人留学生選抜試験や国費留学生制度を通

じて正規留学生の確保を図る。

③ ア）海外からの入学希望者のための外国

　人留学生入試（４月入学・９月入学）

　を継続して実施する。

○ 昨年度に引き続き、４月と９月に外国人留学生入試を

行った。それぞれ２名と７名の出願があり、４月では

２名が合格、９月では３名が合格したものの、入学に

は至らなかった。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

イ）提携校や海外の大学からの入学希望

　者のために、編入学・転入学（２・３

　年次春・秋）を継続して実施する。

○ 《海外の大学からの編入学の状況》

２年次春の編入学：１名が出願、合格し、入学。

３年次春の編入学：１名が出願、合格したが、入学せ

ず。

２年次秋の編入学：１名が出願したが、不合格。

① 本学施設利用者や講演会参加者等に対して科

目等履修生や聴講生制度を積極的に周知す

る。

① ア）本学施設利用者や講演会参加者等に

　対して科目等履修生や聴講生制度を積

　極的に周知する。

○ 本学来訪者のうち、科目等履修生や聴講生の対象とな

り得る方々を対象に、その制度等を周知した。

また、本学と県内の金融機関との連携を深めていく中

で、秋田銀行及び北都銀行に対して、それらの制度を

説明し、各行から１名ずつの聴講生を受け入れた。

イ）様々な業種の企業等に対し、科目等

　履修生や聴講生制度を積極的に周知

　し、企業からの派遣を受け入れる。

○ キャリア開発センターが中心となって様々な企業と交

渉した結果、６社から９名の社員を科目等履修生及び

聴講生として受け入れた。（春学期５名、秋学期２

名、冬学期２名）

自己点検・評価及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（３）社会人等学生の受け入れ

　

　社会人入試の出願者数及び入学者数は

若干減少したものの、企業からの派遣学

生数は昨年度を大幅に上回っている。引

き続き、制度の周知等に務めていく。

☆　数値目標

　・海外提携校数：130大学

　　　　　　　　　（目標年度：27年度）

☆　数値目標

　・海外提携校数：135大学

☆　実績

　・海外提携校数：149大学
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ウ）ホームページ及び各種メディアを積

　極的に活用し、科目等履修生及び聴講

　生制度の周知を図る。

○ 願書受付開始日の90日前を目処に、ホームページ（日

本語版、英語版）に詳細情報を掲載し、周知を図っ

た。

《受入実績》

　・科目等履修生　６名（うち５名が企業派遣学生）

　・聴講生　　　　７名（うち４名が企業派遣学生）

② 社会人選抜試験や編入学試験の広報を推進す

る。

② ア）特別選抜試験での社会人入試を継続

　して実施し、ホームページ等で積極的

　に周知する。

○ 社会人入試を実施し、願書受付開始日の90日前を目処

に、ホームページ（日本語版、英語版）に詳細情報を

掲載した。

《受入実績》

　・社会人入試　９名が出願、２名が合格・

 　　　　　　　 入学している。

イ）他大学在学者等の編入学・転入学希

　望者のため、編入学・転入学試験を継

　続実施し、ホームページ等で積極的に

　周知する。

○ 編入学・転入学試験を実施した結果、16名の出願が

あった。

願書受付開始日の90日前を目処に、ホームページ（日

本語版、英語版）に詳細情報を掲載した。

《受入実績》

　・編入学試験　16名が出願、９名が合格、

　　　　　　　　８名が４月入学

① 各種メディアを活用した広報やＪＩＣＡ等の

関係機関との連携による広報を推進する。

① ア）パンフレット等広報資料を効率的に

　作成し、また、ホームページやマスメ

　ディアを通じた広報を推進する。

イ）全米日本語教師会ホームページやＪ

　ＥＴ掲示板への広告掲載を継続する。

ウ）ＪＩＣＡ等の関係機関との連携によ

　る広報を推進する。

○ 大学院パンフレットは、本学専門職大学院の特徴をと

らえ、日英併記で作成した。なお、卒業生の進路を掲

載するなど、読み手を意識したものとした。また、本

学を訪問していただいた企業等に対してもパンフレッ

トを配布するなど、大学院の周知を図った。

さらに、本学ホームページのほか、民間の大学院生募

集サイトに登録を行った。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（４）大学院学生の受け入れ

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

大学院の定員充足率について、前年

より改善が図られたものの、80％と依

然として未充足となっており、一層の

取組が必要である。

なお、大学院の定員充足に向け、24

年度春学期より英語教育関係者及び英

語教育に関心を有する県内居住者を対

象にした大学院科目を開講しており、

同年度は２科目開講した結果、延べ20

名が参加、うち４名が後に正規学生と　る広報を推進する。

エ）企業等からの派遣受入れのため

　　に、企業等に対して大学院を周知

　　する。

オ）県内外のＪＥＴ関連イベントにおい

　て説明会を開催する。

○

集サイトに登録を行った。

ＪＥＴプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事

業）参加者向けのイベントや日本語教育フェアへの

ブース参加、青年海外協力隊帰国者向けの新聞での記

事掲載などを通じて、本学大学院の広報に努めた。

② 県内英語教員に対する入学金免除制度の継続

や土曜開講、長期履修制度などにより社会人

大学院学生の確保を図る。

② ア）県内英語教員に対する入学金免除制

　度の継続や土曜開講、長期履修制度な

　どにより社会人大学院学生の確保を図

　る。

○ 県内英語教員に対する入学金免除制度の継続や土曜開

講、長期履修制度を継続して実施したほか、大学院に

関心を持つ県内居住者向けの特別授業を開講した。

また、県教育委員会との連携により、毎年現職英語教

員からの応募があり、正規学生又は選考時期前は研究

生として受け入れている。

（実績：２名）

イ）専門職大学院志願者向けＴＯＥＦＬ

　－ＩＴＰテストの実施を継続する。

○ 専門職大学院志願者向けＴＯＥＦＬ－ＩＴＰテストを

学内で複数回実施し、受験の機会を提供した。

名が参加、うち４名が後に正規学生と

して入学している。

また、26年４月より、これまでの９

月入学に加え、英語教育実践領域及び

発進力実践領域においては４月入学を

実施することにより、他の日本の大学

を卒業した学生が入学しやすいよう制

度を整備している。

そのほか、ＪＥＴ同窓会主催のフェ

アや日本語教育に関心を有する市民を

対象としたフェアへの参加、全国６ヶ

所での本学主催の大学院説明会やオー

プンキャンパスでの大学院説明会の実

施などにより、大学院の周知に今後も

一層努めていく。
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① 学生の修学段階に応じて、教員が適切な助言

を行うアドバイザー制度の充実

・定着化を図る。

① アドバイザー制度が適切に機能するよう、研

修会の開催や学生の意見が反映されるような

システムの定着化を推進する。

○ アドバイザー制度を適切に機能させるため、できるだ

け学生の希望する教員が担当アドバイザーになるよう

に事務局で学生の指名希望を集計し、割り当てた。ま

た、学生会からの意見を聞き、アドバイジングウィー

クの期間を見直すなど、より利用しやすい制度となる

よう改善を図った。

② 学習達成センター（ＡＡＣ）における大学院

学生によるティーチングアシスタント（Ｔ

Ａ）などを活用した学生の履修計画の達成を

支援する。

② 学習達成センター（ＡＡＣ）の意義と効果に

ついて学生及び教員に周知徹底し、大学院学

生によるティーチングアシスタント（ＴＡ）

などを活用した学生の履修計画の達成を支援

する。

○ イントラネットワーク、メールによりＡＡＣが提供す

る支援について定期的に周知した。また、チューター

が授業に出向いてＡＡＣについて紹介し、学生及び教

員に対して広く周知した。これらの取組などにより、

ＡＡＣを利用した学生に対して支援活動を行った。

③ 図書館の蔵書・各種資料の充実と365日

24時間オープン体制の維持及び更なる

利便性向上を図る。

③ 図書館においては、教育内容に密着した図書

資料を整備する。また、専門的な調査研究活

動に応えるため、情報リテラシー教育及び

データベースの利用に関わるワークショップ

等を開催し、レファレンスを更に充実させる

など利用者教育サービスの向上を図る。

○ 協働教育プロジェクト、グローバル人材育成プロジェ

クトと協力し、単発的な授業・講義に必要な資料につ

いても可能な限り授業に間に合うよう手続きを行い、

収書を行った。

春と夏に行う情報リテラシー教育ワークショップのほ

か、10月にはAFP World Academic Archive, JSTOR,

LexisNexis, ProQuest Centralの学生向けのデータ

ベースワークショップだけでなく、ＦＤとして初めて

教員向けのデータベースワークショップも開催した。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　アドバイザーについて、学生の希望を

踏まえ割り当てるようにするなど、学習

支援の効果を高める取組を様々行ってい

る。

（１）学習の支援

３  学生支援

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

④ 言語異文化学習センター（ＬＤＩＣ）におけ

る教材の充実とＴＯＥＦＬスコアの向上や英

語以外の言語習得を支援する。

④ 言語異文化学習センター（ＬＤＩＣ）におい

て、英語及びその他の外国語教材を拡充し、

ＴＯＥＦＬスコアの向上と英語運用能力の強

化、英語以外の言語習得を支援する。

○ 英語については、クリティカル・シンキング、パブ

リック・スピーキング関連教材を導入、拡充した。そ

の他の外国語では、開講科目の言語及び提携校所在地

域の言語を中心に拡充し、言語の種類は１つ増え36言

語となった。ＴＯＥＦＬスコアの向上については、推

薦教材、学習プランなどを提示し支援した。

① 学生生活支援の充実

ア　学生が抱える心身の問題に対応す

　るため、教職員、カウンセラー、看

　護師等が連携した学内セーフティー

　ネットを構築する。

① 学生生活支援の充実

アａ）他大学のセーフティーネット、関

　　係法令等に関する情報収集・分析

　　を継続して行い、学生の心身問題

　　に対応するシステムの改善と再構

　　築・運用を行う。

○ 他大学や関係法令等に関する情報収集・分析を継続し

て行い、学生生活支援の改善に活用した。また、支援

が必要な学生（留学生も含む。）のデータを刷新し、

新しく立ち上げたワーキンググループで個々の学生へ

の支援状況を分析・協議した。その結果、各学生につ

いて継続支援の有無を確認できたほか、関係部署の相

互連携をこれまで以上に強化することができた。

データに上がっていない、長期授業欠席、休退学を考

えている学生、その他深刻な状況にある学生等につい

ては、教員・保護者・学生からの報告、看護師・カウ

ンセラー・関係部署との連携により、早期に発見し、

対応することができた。

また、障害のある学生、既往症のある学生等について

は、入学時に学生が提出する「健康情報カード」や、

提携校からの情報提供等により、事前に準備して支援

を行うことができた。

（２）学生生活の支援

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　学生満足度調査や学生会等との意見交

換で得た意見を学生生活の改善に活用し

たほか、本学独自の奨学金制度により、

経済的支援を行うなど、効果的な支援活

動を行っている。
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　ｂ）講習会を開催するなど「ハラスメ

　　ントの防止等に関するガイドライ

　　ン」の周知を図り、引き続きハ

　　ラスメントのない大学づくりを行

　　う。

○ 新入生オリエンテーションでハラスメント防止に関す

るセッションを行い、初年次から防止に関する周知徹

底を図った。

　ｃ）入学から卒業まで、学生の在学期

　　間中のメンタルヘルスケアと健康管

　　理について、プログラムを組み立て

　　総合的に行う。

○ ＲＡ（レジデントアシスタント）と寮生との面談や、

新入生オリエンテーション、留学セミナーにおけるメ

ンタルヘルスケアの周知により、学生の適応、心身の

健康を推し量ることができ、早期対応につながった。

また、24年度からは、新たに就職活動時におけるメン

タルヘルスケアの周知を開始した結果、相談者の増加

につながり、プログラムの組み立ての礎を築いた。

イ　経済的に困難な学生に対する授業

　料減免や奨学金貸与の斡旋などを継

　続するとともに、寄附金を財源とし

　た本学独自の奨学金制度を拡充す

　る。

イａ）本学独自の授業料減免制度や拡充

　　した奨学制度を活用し、経済的に困

　　難を抱えている学生や東日本大震災

　　被災地からの学生等が学習に支障が

　　でないよう支援する。

○ 経済的な理由により授業料減免を受けた学生は24年７

月時点で123名で、学部学生総数834名（短期留学生を

除く。）に対し14.7%であった。大学院生48名について

は、24年９月時点で15名が減免を受けた。卒業延期に

伴い、授業料半額減免を受けた学部学生は18名であっ

た。また、本学独自の奨学金制度を拡充し、学生への

経済的支援を行った。その内容は以下のとおり。

(１)アンバサダー奨励金（国際会議等への参加推奨）

　　15件

(２)留学時奨学金（GPA3.8以上）春学期２名、秋学期

　　８名

(３)わか杉奨学金（秋田県出身の在学生支援）春学期

　　13名、秋学期22名

(４)緊急時奨学金（短期留学生支援）１名

(５)GIGABYTE奨学金（東日本大震災罹災学生支援）

　　９名

(６)開学５周年記念事業　成績優秀者報奨奨学金

　　春学期５名、秋学期５名

(７)開学５周年記念事業　国際学生奨学金　年間３名

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

(７)開学５周年記念事業　国際学生奨学金　年間３名

(８)開学５周年記念事業　優秀課外活動奨学金

　　３団体、２個人

(９)開学５周年記念事業　東日本大震災罹災に係る

　　入学者の入学金免除特別措置８名

　ｂ）独立行政法人日本学生支援機構を

　　はじめ、他団体の奨学情報を適時学

　　生に提供するなど奨学にかかる学生

　　支援を多角的に行うとともに、期待さ

　　れる優秀な学生であるよう、適宜学

　　習面での指導を行う。

○ 日本学生支援機構奨学金は、25年３月時点で、正規学

生333名（全学生の約42％）、大学院生15名（全学生の

31%)に貸与された。また、海外へ留学する学部生のう

ち、25年３月時点で、54名の学生に、日本学生支援機

構の奨学金が給付された。

他にも、ホームページ、メール等を活用し、自治体、

民間団体等が実施する奨学金制度に関する情報を提供

した。

また、年度末に、日本学生支援機構やその他機関から

依頼があった奨学金制度について、奨学金支給対象学

生の適格審査を行い、成績面で不振な学生について

は、個々に面談し直接指導を行った。
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ウ　学生のニーズを的確に把握し、キ

　ャンパス環境や学外へのアクセスの

　向上を図る。

ウａ）学生生活などに関する満足度分析

　　を引き続き行い、学生の満足度や要

　　望を収集・分析し、改善を要する点

　　については、適時大学マネジメント

　　に反映させる。

○ 学生満足度調査を毎年春学期に実施している。23年度

の調査結果は、関係部署に配布し、改善策を検討し

た。その結果、大学院のカリキュラムや英語集中プロ

グラム（ＥＡＰ）などに学生の意見が反映され、改善

が図られた。

　ｂ）学生と大学教職員から成る学生

　　生活委員会での学生と大学の連

　　絡調整、学生のニーズの把握・分

　　析を通して、学生生活支援事業の

　　改善・充実を図る。

○ 学生会(Student Voice委員会)、学生寮生活委員会が

集約した学生の意見や学生生活委員会での意見交換等

により、学生のニーズを把握し、生活環境や学生支援

活動の改善に努めた。結果、１カ所の喫煙場所閉鎖、

洗濯室使用時間変更（24時間に延長）と洗濯室新設

（ユニバーシティヴィレッジ横）、教室の使用時間短

縮、イベント企画書の提出手続変更、キャンパスク

リーンアップ等が行われた。

学生のマナー改善が必要な事案に対しては、適宜注意

喚起し規則遵守を徹底した。悪質なケースや規則に従

わない学生については懲戒処分を行った。今後、罰則

適用基準の明確化など、厳しい対応も検討していく。

エ　学生寮・学生宿舎の効率的運用を

　図るとともに、拡充についての検討

　を進める。

エａ）学生寮会議、学生寮や学生宿舎の

　　アシスタント(ＲＡ: Resident

　　Assistant)の活動を通して、キャン

　　パス内での学生の住みやすい環境を

　　維持するとともに、学生の主体的な関

　　わりを推奨し、チームワークやリー

　　ダーシップを醸成する。

○ 学生寮会議、学生宿舎会議を学期ごとに開催し、居住

学生間のコミュニケーションを促進するとともに、規

則遵守と健全な学生居住環境の維持管理・整備に向け

た協議を行った。

特に規則違反のあった学生には厳しく迅速に対処する

とともに、全学生に注意喚起を行い、学生の理解と協

力を促した。また、ＲＡが学生寮や学生宿舎の運営を

主体的に行えるよう、研修を行い、学生のチームワー

クやリーダーシップを醸成した。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　ｂ）学生の学生寮・学生宿舎へのニー

　　ズを的確に把握するとともに、退寮

　　・学生宿舎入退去の管理を徹底す

　　ることにより空室を減らし、施設の

　　効率的な運用を行う。

○ 入居予定学生数、卒業予定数、留学（派遣・受入）予

定数については、事務局内での情報共有、連携を密に

することで、毎学期、的確に情報を把握し、学生寮・

学生宿舎の入退去管理を徹底することができた。ま

た、空室がある場合には、適宜追加募集や期間限定募

集を行い、空室を抑えた効率的な運用を心掛けた。

そのほか、ルームメイト間のトラブルや施設、備品へ

の要望等については、真摯かつ迅速に対応し、学生へ

の指導も行った。

サマープログラム、グローバル・セミナー、日本語プ

ログラム、高校生キャンプ等の参加者の滞在について

も、学生寮・学生宿舎の空室を無駄なく利用し、効率

的な運用を行った。

　ｃ）入学生数、短期留学生数、各種

     ショートプログラムへの参加者数

     の増加に伴い、学生寮や学生宿

     舎等の施設を効率的に運用する。

○ 空室の多い７月、８月、12月～３月の期間に、ショー

トプログラムやイングリッシュキャンプ等の滞在受入

れを行った。

－20－



② 課外活動支援の充実

ア　学生会やクラブ・サークル活動等

　に対する多様な支援を実施する。

② 課外活動支援の充実

アａ）学生主体で行う学生会、クラブ・

     サークル活動などの課外活動に

     ついて、財政的な支援はもとよ

     り、リーダーシップ醸成プログラ

     ム等を通じて人材育成、組織運

     営に係る助言を行う。

○ 24年度は有志学生による外部講師の誘致、大学外の団

体との共同イベント等、学外との調整を要する企画が

複数あり、社会人としてのマナー、企画の立案、実行

の段取り等について密接に指導した。

また、全学生を対象に、学内施設の利用申請と社会人

としてのマナー、保護者の会や同窓会からの経済支援

等についてのアドバイスを行った。

【クラブサークル数】

春学期：54団体

　　　（クラブ37、サークル13、任意３、特別１）

秋学期：45団体

　　　（クラブ31、サークル13、特別１）

　ｂ）学生の地域における主体的な活動

    について、関係団体等との連携や財

    政的支援を継続して行う。

○ 様々な学生の活動を、保護者の会、同窓会、大学、学

生会などが連携して、財政、その他の面で協力・支援

を行った。

特に課外活動に対する保護者の会からの支援予算額を

増額してもらい、地域貢献や学びの機会として認めら

れる活動を支援した。

《特に支援した活動》

・AIU Supporterによる被災地支援活動

・ホッピングランナーズチャリティラン

・中小企業訪問

・河辺雄和産学交流フェスティバル

・秋田キャンパスネットのワークショップ

・チャリティホットドリンクスタンド　等

イ　地域貢献や国際交流などに関し、

　学生が主体的に活動できる機会や情

　報を幅広く提供するとともに、国際

　会議等に参加する学生に対して経済

イａ）県内の教育機関等と連携し、幼稚

　　園・小学校・中学校・高校の児童・

　　生徒等の英語・異文化体験プログ

　　ラム及び地域での自主的活動・文

○ これまでの４市町（八峰町、大仙市、男鹿市、由利本

荘市）に加え、新たに美郷町と国際交流に関する協定

を締結した。締結市町とは、年間計画を立て定期的に

異文化交流事業を実施し、多くの学生に交流の機会を

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　会議等に参加する学生に対して経済

　的な支援を行う。

　　ラム及び地域での自主的活動・文

　　化的行事等の情報提供を積極的

　　に行い、学生の参加を通して秋田

　　県の地域の人たちと触れ合う地域

　　貢献活動を支援する。

異文化交流事業を実施し、多くの学生に交流の機会を

提供した。そのほか、秋田市内の小学校・中学校・高

校とも直接交流を行ったほか、県内各地の伝統行事、

観光イベントなどへ学生を派遣し、地域と交わる機会

を与え、地域貢献の意識向上へつなげた。

　ｂ）学生の国際会議等への参加を支援

　　する本学独自の「アンバサダー奨学

　　金」による財政的支援を継続して行

　　う。

○ アンバサダー奨学金は、８団体48名、７個人、計55名

に対して給付された。

☆ 　実績

　・学生アンケートにおける「学生支援」

　　に関する満足割合：93％

☆　数値目標

　・学生アンケートにおける「学生支援」に関

　　する満足割合：80％以上

☆　数値目標

　・学生アンケートにおける「学生支援」

　　に関する満足割合：80％以上
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① 基盤教養教育科目としてキャリアデザイン科

目を段階的に履修させるとともに、インター

ンシップを奨励し、社会人として必要な能力

や職業選択能力を高める。

① キャリアデザインを必修科目として初年次か

ら導入し、早期段階からのキャリアの理解と

意識を醸成する。また、選択科目として二年

次(※ＥＡＰ修了者は、１年次冬セメスター

から可能)からできるだけ学生にインターン

シップを行わせ、具体的な職業への理解や勤

労意欲向上を図る。

○ キャリアデザインの受講者は、春学期94名、秋学期93

名の計187名であった。授業は春学期４クラス、秋学期

３クラスに分けて実施した。インターンシップ活動申

請者は43名、単位取得者は27名であった。（うち10名

はギャップイヤー期間中にインターンシップを実施し

たもの。）

② 各界の第一線で活躍する外部講師や社会人講

師による講義や学生との相談の機会を通じ

て、社会人として働くことの意味、組織の役

割や機能、個人の役割等を理解させる。

② 親密な企業、同窓会組織や本学卒業生等を含

めてキャリア支援のための外部講師を依頼

し、学生により具体的な職業イメージや勤労

意識を植え付ける。

○ 10月にジョブスタディ（合同企業説明会）を主催し、

12社（コクヨ、ミズノ、近畿日本ツーリスト、富士電

機、カゴメ等）を招聘した。また、10月から12月にか

けて、15回16社（新日鐵住金、三菱商事、日本郵船、

国際石油開発帝石、日清製粉等）を招聘して体感セミ

ナーを実施し、グループワークを中心に実務に触れる

機会を提供した。

③ 学内での企業説明会などにより多様な企業情

報を提供するとともに、留学前後の個別進路

相談会など、きめ細やかなキャリアサポート

を推進する。

③ 県内、県外企業等をキャンパスに招いての企

業説明会、留学前の学生に対するガイダン

ス、首都圏における学生向けの個別の就職相

談会等をできるだけ多く開催する。

○ 167社の企業説明会を年間を通じて実施した。また、留

学前の学生に対しては、７月、12月にガイダンスを実

施したほか、個別にも対応した。さらに、東京・仙台

でのグループ及び個別の相談会を10回実施した。

④ 公務員試験や国際機関への就職対策を充実さ

せる。

④ 学内で国家公務員、地方公務員、教職員採用

に向けた試験対策のため、模擬テスト等を実

施する。

○ ２月中旬に公務員模擬試験を実施し、23名が受験し

た。また、教職員採用試験対策講座を企画したが、参

加希望者が少なく実施を見送った。

　卒業生の就職率が100％となっており、

きめ細やかなキャリア支援を行ってい

る。

（３）進路指導及びキャリア支援

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

施する。 加希望者が少なく実施を見送った。

⑤ 国内外の大学院進学希望者に対する進学支援

を強化する。

⑤ 本学を含めた国内外の大学院進学希望者に対

する大学院の情報提供を行う。

○ キャリア開発センターに資料棚を設置し、関係資料を

収集した。また、大学院への進学希望者に対して、研

究テーマを設定する際は、本学教員へアプローチする

ことなどを指導した。

⑥ 県内企業や商工会議所等との連携を強化し、

県内でのインターンシップの拡大や海外展開

を目指す県内企業等と学生とのマッチングを

推進する。

⑥ 個別訪問や県内での合同企業説明会に加え

て、独自に学内での県内企業説明会を開催す

る。

○ 個別訪問の実施に加え、県主催の合同企業説明会に参

加した。秋田銀行・北都銀行への就職希望者に対して

は、東アジア調査研究センター（ＣＥＡＲ）と連携

し、情報提供を行った。また、県内企業に学内での合

同説明会への参加を打診したところ、秋田ノーザンハ

ピネッツ社の参加が得られた。

☆　数値目標

　・卒業生の就職・進学率：100％

☆　数値目標

　・卒業生の就職・進学率：100％

☆　実績

　・卒業生の就職率:100％
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① 教育向上に係る研究の推進

ア　国際系大学（国際基督教大学、早

  稲田大学国際教養学部、立命館アジ

　ア太平洋大学等）や海外提携校など

　の教育・研究機関と連携し、「国際

　教養」教育に係る教育システム・教

　授法等の研究や学生支援に係る研究

　開発等を推進する。

① 教育向上に係る研究の推進

ア　国際系大学（国際基督教大学、早稲

　田大学国際教養学部、立命館アジア太

　平洋大学（※通称：Ｇ４・グローバル

　フォー）等）や海外提携校などの教育

　・研究機関と連携し、「国際教養」教

　育にかかる教育システム・教授法等

　の研究や学生支援に係る研究開発

　等を推進する。

○ 10月11日、12日の２日間にわたって、本学を含む国際

系５大学（Ｇ５）が、全国の教職員を対象として「大

学のグローバル化」に関する研修会を国際基督教大学

において実施した。研修会では、日本のグローバル化

についての理解を深めながら将来の課題について検討

したほか、秋入学をめぐる課題や派遣留学生への支援

と課題、グローバル人材の育成と就職支援等について

話し合うワークショップを行った。

イ　各教員への教育研究費の支給によ

　り専門分野での研究を促進し、研究

　成果の教育への反映を図る。

イ　各教員からの申請に基づき、研究内

　容を精査したうえで教育研究費を支給

　し、各専門分野での研究を促進すると

　ともに、研究成果の教育への反映を図

　る。また、一昨年度の教員評価を当該

　年度の研究費の上限額に反映させる

　ことで、教員のさらなる質的向上を促

　す。

○ 各教員からの申請に基づき研究部長及び学長が内容を

精査後、配分額を決定し、各教員に研究費を支給し

た。今年度から追加申請制度を導入し、特に優れた企

画については、追加の支給を行い教員の研究を支援し

た。

【基本配分額】

　300,000円（専任教員）

　150,000円（特任教員）

【追加配分額】

　150,000円（上限）

ウ　プロジェクト研究費を活用し、教

　育内容の向上、教育プログラムの開

　発を推進する。

ウ　学内公募型のプロジェクト研究費を

　活用し、教育内容の向上、教育プロ

　グラムの開発を推進するとともに、

○ 学長プロジェクトでは、小学校の英語教育モデルの開

発等、教育内容の向上と同時に地域のニーズに応える

研究を主に採択した。（採択件数：６件）
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（１）「国際教養」教育に資する研究の推進

４  研究の質の向上及び充実

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

　これまでのグローバル４大学に新たに

上智大学が加わり「国際教養」教育を発

信していく体制が強化された。また、学

内においても研究費支給制度を見直すな

ど、研究環境の改善を図っている。

　発を推進する。 　グラムの開発を推進するとともに、

　県内のニーズに応える研究を行うこ

　とで、成果を地域へ還元する。

研究を主に採択した。（採択件数：６件）

② ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）

活動を積極的に推進し、教育の質的向上、教

育プログラムの改善を図る。

② ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）

活動を積極的に推進し、教育の質的向上、教

育プログラムの改善を図る。

○ 年度当初にＦＤ委員会を開催し、年間計画を討議決定

し、その計画に沿って次のとおり開催した。これらの

ＦＤ活動により、教員間の交流を促進するとともに、

教育的課題の発見とその改善策を討議する機会を提供

した。

・全教員対象

「GB・GS課程における総合セミナーについて」

　７月11日開催　32名参加

「国内外の研究費獲得の紹介と科研費説明会」

　９月３日開催　17名参加

「図書館主催データベースワークショップ」

　10月17日、24日　計25名参加

「教員宿泊研修リトリート」

　11月17-18日　35名参加

  （テーマ：ＡＩＵ理念と今後の展望、教育目標、

　　ＰＢＬ・グローバル人材プロジェクト、

　　研究活動について）

・新任教員対象

　「新任教員オリエンテーション」

・大学院教員対象研修　２月24日　14名参加

　（テーマ：大学院における実践研究科目の進歩と

　　展望、専門職大学院の意味とは）
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① 各教員の教育研究成果について、「大学出版

会」による出版物等により、国内外の高等教

育機関をはじめ、広く世界に発信する。

① 各教員の教育研究成果について、「大学出版

会」が発行する紀要への論文の掲載、または

その他の出版物等への掲載により、国内外の

高等教育機関をはじめ、広く世界に発信す

る。

○ 大学出版会では、中嶋学長と李登輝氏の共著である

「The Wisdom of ASIA」、本学教員の研究成果「日本

詩歌の銅の時代」を出版し、本学の知的財産を国内外

の高等教育機関をはじめ、広く世界へ発信した。ま

た、本学ウェブサイトに大学出版会バナーを設定し、

インターネットが書籍購入のツールとなると同時に、

周知の手段にもなった。

② 各教員の論文や雑誌への寄稿、講演録等をま

とめた冊子を作成し、広く県民に提供する。

② 本学で開催する国際会議等研究会の内容につ

いて、紀要に報告書を掲載するなどして広く

県民に発信する。

○ 本学教員の教育研究活動の成果及び国際会議の報告等

を紀要「AIU Global Review　Volume Ⅳ（2012）」に

まとめた。

③ 学内の各研究センターの研究成果の発信を強

化する。

③ 学内の研究センターの研究活動（受託研究

等）を積極的に推進し、研究成果を地域に還

元する。

○ 地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）が22～24年度に

かけて実施した「秋田県内における民俗芸能の調査研

究」では、秋田県内の300件以上の民俗芸能について撮

影・聞取り調査を行い、ＤＶＤの作成・配付やイン

ターネット上での公開により、一般に公表、還元し

た。また、シンポジウム「民俗芸能における現状と課

題：秋田の民俗芸能の行方」を開催し、民俗芸能関係

者が幅広く継承問題について議論できる場を提供し

た。

① 国際系大学や海外提携校などの教育・研究機

関と連携し、共同研究や学術交流を促進す

る。

① 国際系大学や海外提携校などの教育・研究機

関と連携し、共同研究や学術交流を促進す

る。

○ 23年11月に、文部科学省の国際化拠点整備事業費補助

金「大学の世界展開力強化事業」に、本学のプロジェ

クトが採択された。このプロジェクトは、本学と米国

　文部科学省の補助事業について、23年

度には「大学の世界展開力強化事業」に

採択されたが、24年度は新たに「グロー

バル人材育成推進事業」に採択された。

両事業を中心に海外との学術交流が活発

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（３）学術交流の促進
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　大学出版会などを通じて、研究成果を

広く世界に発信している。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）研究成果の集積と公表

る。 る。 クトが採択された。このプロジェクトは、本学と米国

の大学間で、授業の協働開講や、関連する教育方法の

情報交換を行うことにより、学生と教員の能力・資質

向上を図り、世界の中で競争力のある大学になること

を目標としており、５カ年計画で実施している。

25年の夏から日米共同課題解決プロジェクト科目を本

学及び米国大学の教員とで共同開講することとなった

ため、24年度は、その準備のため、担当する日米の教

員間の学術交流が活発に行われた。

② 国際会議、ワークショップ等を開催し、本学

の研究成果等をグローバルに発信する。

② 国際会議の開催、海外から研究者を招いての

ワークショップ等の開催など、本学の研究活

動を盛んにするために、海外の研究者との交

流を積極的に企画し、また研究成果等をグ

ローバルに発信していく。

○ 東アジア調査研究センターの設立を記念して、ロシ

ア、中国、台湾、韓国の研究者等を招き、国際シンポ

ジウム「東アジアの活力と秋田の未来」を開催した。

また、23年度に採択された国際化拠点整備事業費補助

金「大学の世界展開力強化事業」の取組として、日米

協働課題解決型プロジェクト科目の本学及び米国大学

の教員による共同開講の準備のため、担当する日米の

教職員が一堂に会したワークショップを24年６月23日

～27日に開催した。

③ 提携校をはじめとした海外の大学からの教員

や研究者の招聘を推進する。

③ 提携校をはじめとした海外の大学からの教員

や研究者の招聘について検討する。

○ 24年10月に、文部科学省の国際化拠点整備事業費補助

金「グローバル人材育成推進事業」に本学のプロジェ

クトが採択された。このプロジェクトは、開学以来本

学が掲げてきた教育理念である「グローバル人材の育

成」を「グローバル・リーダー人材育成」へと強化

し、進展するグローバル化時代の未来を担うことので

きる有能な人材育成に貢献するため、本学における教

育力と学修支援の強化を図ることを目標としており、

５カ年計画で実施する。

24年度の取組として、海外提携校等から教員を招き、

冬期プログラム期間に、特別講義を５科目開講した。

両事業を中心に海外との学術交流が活発

に行われている。
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① 県内自治体と連携し、小・中学校等における

英語教育の支援や本学留学生との派遣交流を

更に推進する。

① ○ 23年度までに協定を締結している自治体については、

引き続き異文化交流・国際交流事業を活発に行った。

24年度は新たに美郷町とも協定を結び、５つの市町と

連携して事業を行うことになった。

≪協定に基づく交流実績≫

 八峰町：15回　（子ども園、小・中学校での英語

         活動、異文化交流及び大学訪問等）

 大仙市：69回（保育園、幼稚園、小・中学校での

         異文化交流及び大学訪問）

 男鹿市：14回（小・中学校での英語活動、異文化

         交流及び大学訪問）

 由利本荘市：４回（小学校での英語活動及び大学

          訪問）

イ）県内の小・中学校などとの交流活動

　を促進し、本学学生（留学生を含む）

　の派遣交流や、また本学に小・中学生

　等を招いての交流など、双方向の活動

　を行う。

○ 県内の小・中学校へ留学生を派遣し、英語教育の支援

を行った。一方、小・中学生の本学訪問時には、積極

的に本学の姿を伝え、進路意識の向上を図った。これ

ら双方向の活動は、異文化理解の促進に寄与した。

≪実績件数≫

 小学校43回/参加学生数222名（うち留学生199名）

 中学校25回/参加学生数116名（うち留学生90名）

 ※提携市町との交流実績の数字は含まない。

（１）地域の学校等との連携

ア）県内自治体と、国際交流に関する協

　定の締結を促進し、継続的な異文化

　交流・国際交流事業の実施を行う。

１  教育機関との連携

Ⅱ  社会貢献に関する目標を達成するための措置

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　県内自治体との国際交流に関する協定

締結が促進されたほか、留学生と小中学

校等との交流回数が目標を上回るなど、

地域の学校等との連携を着実に推進して

いる。

ウ）留学生及び本学教員を小・中学校

　の英語授業へ参加させることで、児童

　・生徒の英語教育への支援を行う。

○ 協定を締結している市町内や県内の小・中学校等が企

画する英語活動に、本学留学生、日本人学生、あるい

は本学教員を派遣し、積極的に英語教育の現場を支援

した。留学生や日本人学生との対話を通して、児童・

生徒の英語学習に対する興味が喚起され、学習意欲の

向上が図られた。

② 県内高校への出前講座や、高校生を対象とし

た英語力向上のための各種セミナー等を実施

する。

② ア）県内高校への出前講座への講師派遣

　や、高校生を対象とした英語力向上の

　ための各種セミナー等を実施する。

○ 県内の高校向けに26回の出前講座を実施した。また、

高校３年生を対象にしたProEnglish Workshop、高校２

年生を対象としたListening/Speaking Seminarを開催

し、それぞれ25名(12校)、25名(14校)の参加があっ

た。

このほか、県内16高校が本学の施設を利用し、留学生

との交流、出身学校の先輩との懇談を行ったほか、本

学教員の講義等を盛り込んだ勉強合宿を実施した。
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イ）県内の高校との交流活動を促進し、

　本学学生（留学生を含む）の派遣交流

　や、また本学に高校生を招いての交流

　など、双方向の活動を行う。

○ 県内高校の本学訪問時には、留学生との交流を行い本

学の特色を伝えるとともに、日本人学生との交流も行

い、高校生が大学生活や進路について相談する機会を

設けた。一方、留学生が県内高校の部活動に参加し、

日本文化等（茶道、三味線、華道等）を体験するなど

し、双方向での異文化理解促進につながった。

≪実績件数≫

　受入回数15回/参加学生数122名(うち留学生106名）

　派遣回数９回/参加学生数59名（うち留学生50名）

ウ）留学生及び本学教員を高校の英語

　授業へ参加させることで、児童・生徒

　の英語教育への支援を行う。

○ スーパー・サイエンス・ハイスクール（ＳＳＨ）に取

り組んでいる高校などと連携し、留学生や本学教員な

どを講師として派遣し、英語でのプレゼンテーション

を指導するなど、英語教育への支援を行った。

《実績》

　出前講座：38回

　留学生等の派遣：９回、59名

③ 県教育委員会と連携し、英語教員の教育力向

上のための取組を推進する。

③ 県教育委員会と連携し、小・中・高等学校の

英語教員の教育力向上のための取組を推進す

る。

○ 県教育委員会の依頼に基づき、本学教員３名を小学校

外国語活動教員研修事業の講師として派遣した。

また、県教育委員会主催の高大連携事業に講師３名を

派遣した。

☆　数値目標

　・留学生の小・中学校等との交流（受入れ・

　　派遣）回数：200回／年

☆　数値目標

　・留学生の小・中学校等との交流（受入れ

　　・派遣）回数：200回

☆実績

　・留学生等の小・中学校等との交流（受入れ・派遣）

　　回数：221回

自己点検・評価及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

大学コンソーシアムあきたへ参画し、高大連

携授業や市民公開講座等、各種講座をカレッ

ジプラザで開講する。また、３大学協定（秋

田大学、秋田県立大学及び本学）に基づき、

県内各所での公開講座の合同開講など、高校

生から一般県民までの知的好奇心の向上を支

援する。

○ 大学コンソーシアムあきたが主催した高大連携授業に

本学教員を９名派遣、合計で50名以上の高校生の参加

があった。また、３大学連携事業を今年度は男鹿市で

開催、異文化交流事業として、小学生とその保護者が

留学生と各国料理を作るイベントを実施、その際、参

加学生の母国語を紹介するなどし、一般県民の知的好

奇心の向上を積極的に支援した。

　大学コンソーシアムあきたや３大学連

携事業などにより、県内高等教育機関と

連携して、高校生や一般県民の知的好奇

心の向上を支援している。

大学コンソーシアムへの参画や県内３大学協定

（秋田大学、秋田県立大学及び本学）に基づ

き、高大連携授業や公開講座を実施し、高校生

や一般県民の知的好奇心の向上を支援する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）県内高等教育機関との連携
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○ 同窓会ホームページで卒業生（正会員）及び在学生

（準会員）向けのニュース、イベント情報を積極的に

発信した結果、年度当初に9,000件だったアクセス数が

40,000件以上に増加した。また、今年度、新たに同窓

会フェイスブックを設け、週２～３回のペースで卒業

生・在学生向けの情報を日英両言語で発信したとこ

ろ、「いいね」は、500件を超えた。同フェイスブック

は、各種情報を英語でも発信しているため、本学の短

期留学生が帰国後に本学の情報を得られる手段を提供

できるようになった。

《実績》

同窓会員（卒業生）学部　　755名

同窓会準会員(在学生）学部 713名

賛助会員                   16名

（平成25年３月31日現在）

① 環日本海地域を含む東アジア地域に関する実

践的な調査研究を行う「東アジア調査研究セ

ンター」を設立する。

① 東アジア交流の促進のため、東アジア調査研

究センター（ＣＥＡＲ）の調査・研究活動を

推進する。

○ 韓国、ロシア、極東、中国、ＡＳＥＡＮなどとの交流

に関する調査、研究を推進するため、現地を訪問し、

経済、観光の需要調査や意見交換などを行った。

（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成
　これまでのホームページに加え、フェ

イスブックを活用するなど、情報発信・

ネットワーク機能を強化している。

　東アジア調査研究センターを中心とし

て、積極的に交流活動等を行っている。

（２）東アジア交流等の促進

留学生を含む同窓会組織のネットワーク化を強

化・推進し、大学や秋田県関係の情報発信を強

化する。

ア）本学と卒業生が連携して大学を支援

　する同窓会組織がより活発に活動

　できるよう、同窓会と協力して、ホー

　ムページの更新を随時行うなど、同窓

　会による情報発信、地域貢献事業等の

　拡充を図る。

イ）本学と短期留学生、あるいは帰国し

　た短期留学生同士が随時情報交換で

　き、継続してコミュニケーションでき

　るような場として、同窓会ネットワー

　ク機能を充実させる。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

２  国際化推進の拠点

Ⅱ  社会貢献に関する目標を達成するための措置

ンター」を設立する。 推進する。 経済、観光の需要調査や意見交換などを行った。

② 国際シンポジウムの開催や本学出版物等を通

じた世界への情報発信を強化する。

② 国際会議の開催や海外から研究者を招いての

ワークショップ等の開催など海外の教育関係

者との交流を積極的に企画し、また本学にお

ける研究成果等をグローバルに発信する。

○ 東アジア調査研究センターの設立を記念して、ロシ

ア、中国、台湾、韓国の研究者等を招き、国際シンポ

ジウム「東アジアの活力と秋田の未来」を開催した。

また、23年度に採択された国際化拠点整備事業費補助

金「大学の世界展開力強化事業」の取組として、日米

協働課題解決型プロジェクト科目の本学及び米国大学

の教員による共同開講の準備のため、担当する日米の

教職員が一堂に会したワークショップを24年６月23日

～27日に開催した。

③ 県内自治体や企業などとの連携強化と、海外

で活躍する人材育成を支援する。

③ 県内自治体や企業などとの連携を深め、海外

で活躍する人材の育成を支援する。

○ ＪＥＴＲＯ秋田と共同で「攻める秋田企業応援プロ

ジェクト」を立ち上げ、海外展開に意欲的な県内企業

の訪問調査を行い、海外ビジネスの支援活動を開始し

た。

また、秋田市から貿易振興施策に関する提言書作成業

務を受託し、ロシア極東地域と台湾のマーケット調査

や企業に対する講演会などを行った。

④ 本学教員や留学生等を県内教育機関や

地域のイベント等へ派遣し、国際交流、異文

化理解を促進する。

④ 東アジア出身の本学教員や留学生を、県内教

育機関や地域のイベント等へ派遣し、県民の

東アジア地域の異文化交流・理解を促進す

る。

○ 東アジア出身の留学生が県内の保育所、幼稚園、小・

中学校及び高等学校等との交流活動に数多く参加し

た。

⑤ 東アジア地域をはじめとした留学生の県内大

学への受入れ準備及び県内における外国人の

日本語能力向上に資するために「日本語教育

センター」の設置を検討する。
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① 県民の知的好奇心の向上や地域活性化に資す

るため、県内各地での公開講座等の開催や講

師派遣を実施する。

① ア）県内各地域からの大学見学者を積極

　的に受け入れることで県民が本学に関

　する理解を深める機会を提供する。

○ 地域の町内会、公民館の婦人学級、中学校のＰＴＡ

等、訪問希望のある全ての団体等を受け入れた。キャ

ンパスツアーやプレゼンを実施することで本学の特色

や魅力を紹介し、県民の本学に関する理解促進に努め

た。

　実績件数：７件

○

　公開講座等開催日数が、目標数を大幅

に上回るなど、県民に多様な学習機会を

提供している。

（１）多様な学習機会の提供

本学主催の公開講座を県央（本学）で開催した。ま

た、昨年度に引き続き市民セミナーをカレッジプラザ

で実施した。一方、国際会議は春２回と秋１回開催

し、グローバルな視点に触れる機会を県民に提供し

た。国内外から多くの参加者が来秋し、地域の活性化

にも貢献した。

≪公開講座≫

「日本のソフトパワー発見」（本学レクチャーホー

ル、11/10）

≪市民セミナー≫

「気候変動と社会」（秋田市、５/12、５/19、６/30、

７/７、７/14）

≪国際会議≫

「東アジアの活力と秋田の未来」（本学、５／11）

「モバイルビジネスの未来」（AIU・情報通信学会共催

シンポジウム、６/23-24）

「グローバル化時代の魅力ある大学づくり－東アジア

の視点から－」（本学・日本国際教育学会主催シンポ

ジウム、９/29）

≪寄附講座≫

「秋田から東アジアを考える」（６／８、７／６、

イ）毎年県北・県南でそれぞれ1回ずつ

　公開講座を開催し、秋田市内ではカレ

　ッジプラザや本学を会場に公開講座

　を開催することにより、より多くの県

　民の知的好奇心の向上に資する。

　また、地域活性化のための研究・取

　組を県内各地で行うことで、地域

　活性化の実践に取り組む。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

３  地域社会との連携

Ⅱ  社会貢献に関する目標を達成するための措置

ウ）県内の教育機関や自治体などへ本学

　教員を講師・委員として派遣すること

　で、本学の知的財産を広く活用する。

○ 県内の教育機関や自治体、団体等の組織する委員会等

に、本学の教職員を講師・委員として派遣した。

　実績件数：98件

② 学内で開催される外部講師による特別講義等

について、可能な限り一般県民に公開する。

② 学内で開催される外部講師による特別講義等

について、大学ホームページ等で広報し、可

能な限り一般県民に公開する。

○ 一般県民が参加可能な講演や大学イベントについて

は、県への情報提供をはじめ、その都度ホームページ

で可能な限り情報を掲載した。

③ サテライトセンターを一般に無料開放し、本

学教員及びアシスタントによる講座の開催

や、交換留学生による外国語講座の開催など

を行うことで、外国語学習・異文化交流の機

会を提供する。

○ 留学生を定期的に派遣し、外国語学習と異文化交流の

機会を提供した。（英語・フランス語・ドイツ語・中

国語・韓国語の５カ国語）また、個人の利用者のみな

らず、グループが自主的に外国語習得を行う場として

も積極的に開放した。

☆　数値目標

　・公開講座等開催日数：10回以上／年

☆　数値目標

　・公開講座等開催回数:10回以上

☆　実績

　・公開講座等開催日数：18回

「秋田から東アジアを考える」（６／８、７／６、

９／15、10／20、11／12、12／１、１／19、

２／２、３／15）
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① 「東アジア調査研究センター」の調査研究成

果について、海外展開を目指す県内企業に積

極的に情報提供等を行う。

① 東アジア調査研究センター（ＣＥＡＲ）で

は、環日本海地域を含む東アジア地域の活力

を県内経済に取り込むための調査・研究を推

進する。

○ 韓国、ロシア、極東、中国、ＡＳＥＡＮなどとの交流

に関する調査、研究を推進するため、現地を訪問し、

経済、観光の需要調査や意見交換などを行った。

また、センターの設立を記念して、ロシア、中国、台

湾、韓国の研究者等を招き国際シンポジウム「東アジ

アの活力と秋田の未来」を開催した。

さらに、ＪＥＴＲＯ秋田と共同で「攻める秋田企業応

援プロジェクト」を立ち上げ、海外展開に意欲的な県

内企業の訪問調査を行い、海外ビジネスの支援活動を

開始したほか、秋田市から貿易振興施策に関する提言

書作成業務を受託し、ロシア極東地域と台湾のマー

ケット調査や企業に対する講演会などを行った。

② 地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）を中心

に、自治体等と連携して地域活性化策の提案

を行う。

② ○ 地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）では、文化庁よ

り助成を受けて「秋田県内における民俗芸能の調査研

究」事業を行った。本年度は、22年度から３カ年かけ

て実施してきた事業の最終年度にあたり、県内におけ

る民俗芸能を最終的に300件以上撮影・聞取り調査を行

い、ＤＶＤの作成・配布及びインターネット上での公

開を行った。調査は各市町村の教育委員会や民俗芸能

保存会等と連携して行い、成果の還元により、高齢化

や人口減少等で衰退が続く民俗芸能の活性化、普及啓

発、小中学校における郷土教育、観光振興等に資する

資料を提供した。

イ）県内にとどまらず、地域活性化に関

　する取組を県外、国外の研究者

　と協働で取り組むことにより、秋田県

○ 地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）が22～24年度に

実施した「秋田県内における民俗芸能の調査研究」で

は、撮影・聞取り調査を行った300件以上の民俗芸能の

　両センターでは地域の課題解決や地域

活性化に資する取組を行っている。

（２）地域活性化への支援

ア）地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）

　では、県内の地域活性化に反映させ

　る研究を、外部研究資金及び受託

　事業費などによる研究費で行い、自

　治体等と連携して地域活性化策の

　提案を行う。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　に関する情報発信を進める。 映像と解説文をWEBサイト「秋田民俗芸能アーカイブ

ス」上に掲載し、秋田県が誇る民俗芸能を全国及び世

界中に配信している。

③ 起業家リーダーシップ研究育成センタ

ー（ＣＥＬＳ）を接点として、国内外の起業

家と地域との結びつきによる地域活性化を支

援する。

① 本学の教員や地域貢献活動に関する情報発

信、広報活動を強化し、関係団体や地域と連

携した活動を推進する。

① 本学の教員や学生による地域貢献活動を冊子

としてまとめ、県内の関係団体に配布するこ

とで情報発信を行い、今後の地域貢献活動の

活性化を促進する。

○ 本学の地域貢献活動をまとめた冊子「学生と地域との

交流」を作成し、県内の自治体をはじめ、各教育機関

や公民館などに配布し、本学での活動を広く県民にア

ピールした。

② 図書館、言語異文化学習センター

（ＬＤＩＣ）やサテライトセンターを広く県

民に開放するとともに、多目的ホールなど本

学各種施設を利用した各種イベントの実施や

誘致を推進する。

② ア）図書館、言語異文化学習センター

　（ＬＤＩＣ）について、両施設のパン

　フレットや利用案内の積極的な配布、

　ホームページ等の活用により、県民へ

　の周知と利用を促進する。

○ 図書館及び言語異文化学習センター（ＬＤＩＣ）で

は、利用者向けの日本語パンフレットと英文パンフ

レットを引き続き配布している。また、ホームページ

には、図書館で資料を探すためのマニュアルを公開す

るなど、利用案内の充実を図っている。

（３）大学資源の活用と開放

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　各種施設を一般に開放しているほか、

地域や各種団体が主催する事業に、留学

生が積極的に参加し、異文化交流を図っ

ている。
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イ）図書館では地域住民への年間図書館

　登録者数200名の学外サービス、資

　料閲覧、複写、館外貸出などを行う

　ほか、年２回の企画展示会の開催を通じ

　生涯学習活動の支援を行う。24年度の

　公立大学協会図書館協議会事務局長会

　・拡大役員会・情報交換会及び総会の

　会長館として準備を開始する。

○ 24年度は、利用申請者192名、新規登録者は142名で

あった。また、学生が中心となった企画・展示「魅惑

の図書館展」、「読書会活動と学生文庫の図書紹介」

を行って好評を得た。見学者を含めた来館者は27万人

を越え、館外貸出は1,300冊強となった。土・日には家

族連れや他県からの利用者が多く、平日の夜間は、高

校生や他大学生、仕事帰りの方等に広く利用されてい

る。

また、公立大学協会図書館協議会会長館として、１年

を通じ事務局を担当し、総会や役員会の開催、予算管

理や規程の改正等の立案等を行い、次期会長館へ業務

を引き継ぐことができた。

ウ）多目的ホールなど本学各種施設を利

　用した各種イベントの実施や誘致を推

　進する。

○ 多目的ホールについては、秋田初のプロバスケット

ボールチーム「秋田ノーザンハピネッツ」の練習会場

として開放したほか、県内の小学生と本学の留学生と

の交流や授業・サークルのコンサートや発表会などの

会場として活用した。

③ 秋田の情報受発信の拠点となるキャンパスタ

ウン形成の可能性について研究する。

③ 県民や各種団体、教育機関に広く大学を開放

し、留学生を含む学生との交流等、地域に開

かれた大学づくりを行う。

○ 教育機関だけでなく、各種団体や地域が主催するイベ

ントや伝統行事等に留学生を積極的に参加させ、異文

化交流を行った。

（１）組織運営の体制

Ⅲ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

１　業務運営の改善及び効率化

　学生満足度調査や学生会、保護者の会

① 大学経営会議及び教育研究会議の定例的な開

催と機動的運営により、的確かつ迅速な大学

の意思決定を行う。

① 的確かつ迅速な大学の意思決定を行うため、

大学経営会議を年10回、教育研究会議を年11

回開催する。

○ 大学経営会議は、中嶋学長の逝去により２月の開催を

見合わせたため９回の開催となったが、その他は、計

画どおり開催し、迅速な審議・決定を行うことで的確

な大学運営を実践することができた。

一方、教育研究会議は、委員の都合により10回の開催

となったが、教育研究上の重要な事項について適時に

審議した。

② 各種委員会組織の活動を強化するとともに、

大学構成員や本学関係者からの意見、アイデ

アが大学運営に反映する仕組みを構築する。

② ア）学生会を通して定期的に学生の声を

　集約するとともに、継続的に大学経営

　者との定期的な意見交換を行うなど双

　方向のコミュニケーションを充実させ

　る。

○ 学生会（Student Voice委員会）による学生の意見集

約、学生生活委員会（年５回開催）での意見交換、年

に１回実施される学生満足度調査等により、学生の意

見が大学に伝えられた。学生会からリクエストのあっ

た事項のうち実行可能なもの（喫煙所１カ所の閉鎖

等）を実施したほか、宿舎増築（さくらヴィレッ

ジ）、カリキュラム改善、ＬＤＩＣ等の開館時間変

更、図書館利用時のマナーの向上などについて検討、

実施された。

イ）保護者の会の役員会・各地で開

　催する地区別懇談会や同窓会ホー

　ムカミング・役員会等の会合に大

　学経営者などが参加し、保護者や

　同窓者などの意見を収集・分析し、

　大学マネジメントへ反映させる。

○ 保護者の会役員会を４回開催、地区別懇談会を全国７

カ所で開催したほか、同窓会役員会及びホームカミン

グ・リユニオンを開催した。その際は、学長等大学経

営者が出席し、保護者や同窓生と直接意見交換を行

い、大学マネジメントへの参考意見とした。

特に、新宿舎（さくらヴィレッジ）建設については、

保護者や同窓生、在学生の意見が強く反映された結果

であった。

（１）組織運営の体制
　学生満足度調査や学生会、保護者の会

等との意見交換の実施など、様々な意見

を大学運営に反映する仕組みを構築し、

改善を図っている。
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ウ）学生生活に関する満足度調査を継続

　実施し、調査結果を随時分析すること

　により、大学マネジメントへ反映させ

　る。

○ 学生満足度調査を毎年春学期に実施している。なお、

23年度の調査結果を関係部署に配布し、改善策を検討

した。その結果、大学院のカリキュラムや英語集中プ

ログラム（ＥＡＰ）などに学生の意見が反映され、改

善が図られた。

① 自己点検・評価や県地方独立行政法人評価委

員会等の外部評価に基づき、業務内容や組織

の改善を着実に実施する。

① 客観的なデータに基づいた効率的な自己点

検・評価を行うとともに、県地方独立行政法

人評価委員会や認証評価機関、本学独自の外

部評価による評価結果を業務内容や組織の改

善に反映する。

○ 自己点検・評価は客観的なデータを引用しながら、学

外の方が読んでも内容を理解できるように配慮した。

また、業務実績をまとめる作業を通じて本学の強みや

課題等を明らかにし、大学全体で取り組むものとして

大学経営会議で審議案件としている。

② 学生による各種評価、調査、アンケート結果

を大学運営へ反映するシステムを確立する。

② 教職員に対する評価、学生による授業評価、

学生満足度・卒業生満足度など学生による評

価結果を大学運営の改善に反映させる。

○ 学生による授業評価は、開学以来、全ての科目におい

て実施しており、教員の業績評価に反映されている。

評価結果・学生コメントは、学期毎に各課程・プログ

ラムの代表から教員に個別にフィードバックし、協議

と指導を行うことにより、授業の改善につなげてい

る。

○ 春秋学期ともに、新入生オリエンテーションアンケー

ト、帰国留学生アンケートを実施した。学生の回答を

分析し、業務改善を図った。学生支援に関する学生満

足度調査は、毎年６月に実施している。

① 教職員について評価制度に基づく任期制、年

俸制を維持しながら、本学独自のテニュア制

を導入する。

① ３年の任期制、評価に基づく年俸制を雇用契

約の基本とし、人事の固定化を避ける一方、

審査によりテニュア契約への移行を可能にす

○ 教員については、３年の任期制、年俸制を開学以来継

続している。審査により、新たに１名の教員が５年の

テニュア契約へ移行することとなり、累計で３名と

　教職員の任期制、テニュア制について

は、労働契約法の改正を踏まえ、新たな

制度に移行することとしている。年俸制

については、同法の改正にかかわらず継

続する方針である。また、ＦＤ及びＳＤ

（３）人事の最適化

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

　各種評価やアンケートの結果を大学運

営に反映し、改善を図っている。

（２）大学運営の高度化

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

を導入する。 審査によりテニュア契約への移行を可能にす

る制度を引き続き実施する。

テニュア契約へ移行することとなり、累計で３名と

なった。また、労働契約法の改正に伴い、25年度以降

採用する教員については任期契約から無期契約へ移行

する制度を新たに整備することとした。

職員については、同法の改正を機に、定年制を導入す

るとともに任期制を廃止することとした。

教職員いずれの場合においても、評価に基づく年俸制

は全教職員に引き続き適用する。

② ＦＤ活動を計画的に実施するとともに、サバ

ティカル制度を導入する。

② 教員全体を対象としたＦＤ及びテーマごとの

ＦＤについて、ファカルティ・デベロップメ

ント委員会で検討し、年間３回以上、また大

学院においては年間１回以上実施する。

○ 年度当初にＦＤ委員会を開催し、年間計画を討議決定

し、その計画に沿って下記のとおり開催した。

・全教員対象

　「ＧＢ・ＧＳ課程における総合セミナーについて」

　　７月11日開催　32名参加

　「国内外の研究費獲得の紹介と科研費説明会」

　　９月３日開催　17名参加

　「図書館主催データベースワークショップ」

　　10月17日、24日　計25名参加

　「教員宿泊研修リトリート」

　　11月17-18日　35名参加

  （テーマ：ＡＩＵ理念と今後の展望、教育目標、

　　ＰＢＬ・グローバル人材プロジェクト、研究

　　活動について）

・新任教員対象

　「新任教員オリエンテーション」

・大学院教員対象研修　２月24日　14名参加

　（テーマ：大学院における実践研究科目の進歩

　　と展望、専門職大学院の意味とは）

続する方針である。また、ＦＤ及びＳＤ

については、計画的に実施している。
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③ ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）活動

を計画的に実施するとともに、職員の本学学

部、大学院の授業の受講や学外組織との研

修・交流を促進する。

③ ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）のた

め、研修会を開催するほか、職員を各種研修

に派遣するとともに、ジョブ・ローテーショ

ンを適宜実施する。本学の授業の受講につい

ては、業務に支障が生じない限り極力奨励す

る

○ 本学において、全職員を対象とした応急処置やクレー

ム対応についての研修を実施したほか、県自治研修所

や他大学で開催される各種研修会などに職員（延べ39

名）を積極的に派遣し、大学職員としての資質向上を

図った。課室間での配置換えは小規模に留まったが、

チーム内での業務シフトの変更や主担当者・副担当者

の組み合わせの中で、異なる業務経験の蓄積を行っ

た。

④ 県の派遣職員縮減計画を踏まえながら、国内

外からの公募によるプロパー職員の確保を計

画的に推進する。

④ 大学運営上、長期的に必要となる人材につい

て、プロパー職員を採用する。

○ 予算全体に占める人件費の割合が増嵩している点を考

慮するとともに、県派遣者の減員も踏まえつつ、職務

経験等を重視した公募採用を行い、広報、教務、学生

支援、国際交流等の業務に従事する職員４人を採用し

た。また、学生及び留学生の保健指導及び相談業務の

体制の強化のため、専門職員２人を採用した。

① 教育内容の充実や教育環境の整備等の現状を

踏まえ、その維持・向上を図るため、授業料

等の大学が徴収する料金について適正な金額

に設定する。

① 経営の安定化を図るため、剰余金の一部を活

用した基金を創設する。

○ 目的積立金の使途に新たに財政調整積立金の項目を設

けた。

② 外部資金の確保

ア　本学の支援者の拡大を図り、大学

　独自の奨学金制度の財源となる寄附

　金の確保を推進する。

② 外部資金の確保

ア　大学独自の奨学金制度の財源となる

　募金（寄附金）活動について、広く企

　業や保護者等に働きかけ、その確保に

○ 入学式、保護者会やイベント等で、保護者、卒業生、

就職先企業、県内企業等に対して支援依頼を行った。

《寄附実績》約680万円（22件）

　23年度に引き続き、24年度も文部科学

省の補助事業に新たに採択されるなど、

外部資金を積極的に獲得し、財政基盤の

強化を図っている。

（１）財政基盤の強化

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

２　財務内容の改善

年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

Ⅲ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 自己点検・評価及び特筆すべき事項等年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

　金の確保を推進する。

イ　外部競争資金や受託事業の確保に

　ついて組織的に取り組む。

　業や保護者等に働きかけ、その確保に

　努める。

《寄附実績》約680万円（22件）

イ　外部競争資金や受託事業の確保につ

　いて組織的に取り組み、外部資金に関

　する学内外の説明会等の案内、研究資

　金の公募情報の提供などを、学内メー

　ル等を使用して全学に周知すること

　で、積極的に呼びかける。

○ 科学研究費補助金を含め、外部競争資金公募の情報は

随時メールで周知した。科学研究費補助金の説明会を

学内で実施（９/27）するなど、教員に研究費応募につ

いての具体的な情報を提供し、応募を促した。

また、23年度の国際化拠点整備事業費補助金「大学の

世界展開力強化事業」の採択（H23-27）に続き、24年

度は国際化拠点整備事業費補助金「グローバル人材育

成推進事業」の採択（H24-28）を受けた。

① 業務内容や事務処理手続の点検・見直しを行

うとともに、費用対効果の向上が見込まれる

業務については外部委託を推進する。

② 光熱水費やコピー経費などの事務的経費につ

いて一層の節減を実施する。

①

②

低コスト印刷機を優先的に使用し、経費の抑

制を図る。

光熱水費の増嵩を抑制するため、消灯と室温

管理を徹底する。

○

○

コピーカードによる低コスト印刷機の使用状況の把握

により経費の削減を図った。

節電の取組について教職員に消灯や空調の温度管理を

周知徹底した。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）経費の節減
　事務的経費については、様々な取組に

より、縮減を図っている。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等
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ア）自己点検・評価を毎年実施するとと

　もに、県地方独立行政法人評価委員

　会及び本学独自の外部評価委員に

　よる多面的な外部評価を効率的に実

　施する。

イ）第三者評価のあり方について、更

　なる検討を行う。

ウ）大学院の教育・研究の質及び組織

　運営を評価、検証する認証評価機関

　の設立準備を進める。

○ 自己点検・評価を実施したほか、県地方独立行政法人

評価委員会の評価など、多面的な評価を受けた。

専門職大学院の認証評価では、認証評価機関の設立に

は至らなかったため、その代替措置として、本学独自

の専門職大学院外部評価委員会を立ち上げ、評価を受

けた。

なお、次回の認証評価までの認証評価機関の設立を目

指し、文部科学省や大学評価・学位授与機構等との協

議を行った。

① 教育研究活動、大学経営等の状況、及び中期

計画の進捗状況や自己点検・評価、外部評価

結果等についてホームペ

ージ等により積極的に情報を公開する。

① ホームページや広報物を通して、県地方

独立行政法人評価委員会及び認証評価機関等

による各評価結果、学生の確保に関する情

報、大学運営に関する計画、財政状況等大学

に関する情報を積極的に公開する。

○ 各評価の評価結果をはじめ、大学運営に関する情報、

財務状況、教育情報、入学に関する情報、学生生活に

関する情報等について、ホームページや広報物を通し

て発信している。特にホームページは、ほぼ毎日情報

を更新し、上記大学の運営に関わる重要な情報につい

て詳細に掲載するなど、積極的な情報公開を行ってい

る。

（２）情報公開
　ホームページやマスメディアを活用し

た広報活動を積極的に行っている。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（１）自己点検評価等

Ⅲ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

自己点検・評価を毎年実施するとともに、県地

方独立行政法人評価委員会及び認証評価機関に

加え、本学独自の外部評価委員による多面的な

外部評価を効率的に実施する。

　専門職大学院の認証評価機関の確保が

課題となっていたが、今年度（25年度）

に入り、確保できる見通しとなった。

３　自己点検評価等の実施及び情報公開

② ホームページの充実やマスメディアに対する

情報提供を積極的に行い、本学の社会貢献活

動等に関する情報発信を強化する。

② 本学の行う教育の内容や社会貢献活動等への

理解を深めてもらうため、ホームページや各

種広報物、マスメディアを通しての目的別情

報発信を積極的に展開する。

○ 大学パンフレット（日本語版、英訳版）、大学院パン

フレット、学報、ホームページなど様々な媒体を通し

て積極的に情報を発信している。

一方、新聞、雑誌、テレビなど、多くのマスメディア

が本学を取り上げ、本学の取組が広く紹介された。

また、本学に関する記事が掲載された新聞のクリッピ

ング冊子「ガゼット(Gazette)」を発行するなど、マス

メディアで取り上げられた情報を継続して発信できる

ように取り組んでいる。

さらに、地域交流に焦点を当てた「学生と地域との交

流」を発行するなど、目的やターゲットを絞ったより

具体的な情報発信を行った。

《パンフレット発行部数》

  ・大学パンフレット（日本語版)：50,000部

  ・大学パンフレット（英訳版)：4,000部

　・大学院パンフレット：4,500部

　・学報：4,000部

　・Gazette：4,000部

　・学生と地域との交流：4,000部
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① リスク管理に関する基本的指針に基づく個別

対応マニュアルの策定を進め、定期的な研修

や訓練を実施する。

① ア）本学のリスク管理体制を改善・再構

　築し、学生寮・学生宿舎に居住する学

　生を対象とした防災訓練、防犯訓練等

　を定期的に実施する等により、キャン

　パス内居住にかかるリスク管理を徹底

　する。

○ 新入生オリエンテーションにおいて、地震等における

安全管理情報を提供するとともに、学生寮の防災訓練

を実施した。

また、学生寮ハンドブック、学生宿舎ハンドブック、

メディカルガイドブック、緊急時連絡先カード等を配

布し、地震や緊急時の対応と自己管理についての情報

を周知徹底した。さらに、事務局のリスク管理を強化

するため、学生の安全確認に必要な学生リスト、学生

寮や学生宿舎の居住者リストなど、随時更新した情報

を印刷し保管している。

イ）提携保険会社等と連携し、留学時の

　リスク対応マニュアルを整備するほ

　か、留学前オリエンテーションや配布

　文書を通して、留学時におけるリスク

　管理の徹底を図る。

○ 保険会社から送られる海外危険情報を定期的に学生に

発信した。また、海外で起こる事件事故については、

必ず安否確認と注意喚起を行ってきた。交換留学制度

上の危機管理は、提携校担当者との連携が極めて重要

であり、そのための連絡、信頼関係醸成を常に行って

いる。

ウ）専門家による冬期間の安全運転講習

　会、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）講

　習会などを実施し、学生の自動車運転

　にかかる安全管理について周知する。

○ ７月に応急処置・ＡＥＤ講習（参加者44名）を実施

し、11月に外部講師を招いての冬道の安全運転講習

（参加者15名）を開催した。

（１）安全管理体制の整備

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 自己点検・評価及び特筆すべき事項等

４　その他業務運営に関する重要事項

Ⅲ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

　リスク管理や法令遵守については、

様々な場面をとらえて、学生、教職員に

アナウンスし、徹底を図っている。

エ）リスク管理に関する職員研修及び訓

　練を実施する。

○ 学生・教職員・施設運営事業者など、全学を挙げて地

震・火災を想定した防災避難訓練を実施した。

オ）想定されるリスクを洗い出し、個別

　対応マニュアルの充実を図る。

○ 地震、風水害をはじめとする大規模災害や感染症など

が発生した場合の対応マニュアルの素案を作成したと

ころであり、その内容について精査中である。

② 法令遵守の徹底

ア　ＳＤ、ＦＤや、学生に対するオリ

　エンテーションを通じ、法令やガイ

　ドラインの遵守を徹底させる。

② 法令遵守の徹底

ア）ＳＤ、ＦＤを通して、法令の遵守や

　ガイドラインについて周知する。

○ ファカルティハンドブックを配布し、法令の遵守につ

いて説明しているほか、適宜メールなどで注意喚起を

行っている。

イ）新入生オリエンテーション、学生寮

　会議、学生宿舎会議、学生生活委員

　会、学生会、クラブ・サークル委員会

　等学生が集まる機会を利用して、飲

　酒・薬物をはじめとする法令遵守や

　ハラスメントの防止等に関するガイド

　ライン等を周知するとともに、学内外

　における学生のマナー改善と意識

　付けを行う。

○ 新入生オリエンテーションの内容を改善し、ハラスメ

ント防止、薬物使用防止、性教育等のセッションを実

施したほか、ＤＶ防止や悪質商法への関わり防止、Ｓ

ＮＳ使用時の注意等を含む生活面での諸注意、法令遵

守と非違行為があった際の処分等について周知した。

法令及び学内の様々な規則遵守については、学生寮、

学生宿舎、学生生活委員会等の会議や掲示、メール等

にて周知徹底した。
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① 施設管理規程に基づき、施設設備の維持管理

を適切かつ効率的に行う。

① 災害非常時に備えて、学内施設に自家発電設

備を整備する。

○ 自家発電設備を整備し、災害非常時において次のとお

り電源の確保が可能となった。

　管理棟：１Ｆの電源確保

　図書館棟：サーバーの電源確保

　学生寮・学生宿舎：給水ポンプの電源確保（こまち

　　　　　　　　　　寮、グローバルヴィレッジ、

　　　　　　　　　　ユニバーシティヴィレッジ）

② 学生寮・学内アパート等の居住環境や各学内

施設の連絡路の整備、確保に努める。

③ ＩＴ関連システムの整備を計画的に実施す

る。

② ＩＴ関連システムの整備を計画的に実施す

る。

○ 前年度に引き続き、学内無線ネットワーク環境を増強

したほか、学内住居のインターネット接続について機

器やプロバイダ接続などを強化し快適な利用環境を整

備した。

また、既存ファイアーウォールシステムを更新し、セ

キュリティの向上を図ったほか、講義棟教室・ＬＤＩ

Ｃスピーキングルームのコンピュータを更新した。

自己点検・評価及び特筆すべき事項等

（２）教育研究環境の整備

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

　施設設備については、優先順位を付

け、効率的、効果的に整備・更新を行っ

ている。
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貸 　借　 対　 照　 表

（平成25年 3月31日）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 972,830,218

建物 6,363,447,415

減価償却累計額 1,562,481,808 4,800,965,607

構築物 86,366,406

減価償却累計額 29,761,925 56,604,481

工具器具備品 326,340,988

減価償却累計額 236,919,813 89,421,175

図書 200,282,395

美術品・収蔵品 5,850,000

車両運搬具 19,353,235

減価償却累計額 4,703,983 14,649,252

建設仮勘定 0

有形固定資産合計 6,140,603,128

２ 無形固定資産

商標権 216,210

ソフトウエア 17,100,260

電話加入権 177,600

水道施設利用権 691,775

無形固定資産合計 18,185,845

３ 投資その他の資産

敷金･保証金 9,706,500

リサイクル預託金 68,500

投資その他の資産合計 9,775,000

固定資産合計 6,168,563,973

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 651,622,751

未収学生納付金収入 2,425,600

前払費用 1,213,688

未収入金 8,281,943

立替金 55,000

流動資産合計 663,598,982

資産合計 6,832,162,955
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 283,731,823

資産見返補助金等 8,155,366

資産見返寄附金 19,254,548

資産見返物品受贈額 72,828,170 383,969,907

長期借入金 456,000,000

固定負債合計 839,969,907

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 1,393,250

預り補助金等 31,351,916

寄附金債務 74,630,130

未払金 234,352,380

未払消費税等 646,800

預り金 109,744,687

流動負債合計 452,119,163

負債合計 1,292,089,070

純資産の部

Ⅰ 資本金

秋田県出資金 1,393,261,000

秋田市出資金 503,836,695

資本金合計 1,897,097,695

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金施設費 4,357,546,572

資本剰余金運営費交付金 16,657,757

資本剰余金補助金等 462,186,366

資本剰余金目的積立金 160,388,475

資本剰余金その他 5,952,000

損益外減価償却累計額 △ 1,555,997,925

資本剰余金合計 3,446,733,245

Ⅲ 利益剰余金

積立金 4,246,164

教育研究等環境整備積立金 53,113,877

教育研究等環境整備積立金（前中期） 62,262,265

当期未処分利益 76,620,639

利益剰余金合計 196,242,945

Ⅳ その他有価証券評価差額金 0

純資産合計 5,540,073,885

負債純資産合計 6,832,162,955

－ 37 －



損　 益 　計 　算 　書

（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）

経常費用 （単位：円）

業務費

教育経費 264,169,141

研究経費 49,130,325

教育研究支援経費 47,219,302

受託事業費 32,640,334

役員人件費 38,266,951

教員人件費 746,533,393

職員人件費 419,414,897 1,597,374,343

一般管理費

一般管理費 395,114,246

減価償却費 46,689,606 441,803,852

財務費用

支払利息 691,134 691,134

雑損

経常費用合計 2,039,869,329

経常収益

運営費交付金収益 1,047,434,949

授業料収益 464,112,550

入学金収益 111,784,800

検定料収益 40,796,000

受託事業等収益 13,242,041

補助金等収益 86,709,333

寄附金収益 16,513,800

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 40,728,654

資産見返補助金等戻入 119,521

資産見返寄附金戻入 598,500

資産見返物品受贈額戻入 3,311,357 44,758,032

財務収益

受取利息 6,000 6,000

雑益

財産貸付収益 25,100,480

手数料収益 58,000

間接経費収入 2,333,701

大学入試センター交付金 820,960

その他の雑益 195,950,663 224,263,804

経常収益合計 2,049,621,309

経常利益 9,751,980

臨時損失

固定資産除却損 149,000 149,000

臨時利益

資産見返物品受贈額戻入 69

資産見返運営費交付金等戻入 130,034

資産見返寄附金戻入 18,897 149,000

当期純利益 9,751,980

目的積立金取崩額 66,868,659

当期総利益 76,620,639
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金　　額

費用の部 2,040

教育研究経費 360

受託研究等経費 33

人件費 1,204

一般管理費 396

減価償却費 47

収益の部 2,049

運営費交付金収益 1,047

授業料等収益 617

受託研究等収益 13

補助金等収益 87

寄付金収益 16

資産見返負債戻入 45

雑益 224

純利益 9

積立金取崩額 67

総利益 76

2012年度　収支実績の内訳

区　　　　　分
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公立大学法人国際教養大学中期目標公立大学法人国際教養大学中期目標公立大学法人国際教養大学中期目標公立大学法人国際教養大学中期目標    

    

大学の基本的な目標大学の基本的な目標大学の基本的な目標大学の基本的な目標    

 

国際教養大学は、グローバル化の進展を背景として、開学以来、幅広い知識と柔軟な

思考に基づく判断力を兼ね備えた実践的な人材の養成を目指して、「豊かな教養教育」

と「実践的な外国語のコミュニケーション能力」を基盤とする新しい大学像を提案、実

現してきた。 

グローバル化が一層加速するこれからの「知識基盤社会」においては、絶え間ない競

争の一方で、多様な文化の尊重が求められるため、より深い教養に基づく実践力ある人

材が必要とされている。また、急激な少子化に伴い、各大学においては生き残りをかけ

た取り組みが求められている。こうした認識の下、国際教養大学は、第２期の６年間に

おける基本的な目標を次のとおり掲げ、更なる飛躍を図るものとする。 

 

① 教育重視の大学として、「外国語、特に英語の実践的な運用能力」、「人文科学、

社会科学、自然科学及び芸術等の広範な領域にわたるグローバルな教養への深い理

解」及び「自己の関心分野の知的深化」を目的とする「国際教養（インターナショ

ナル・リベラルアーツ）」教育の実践により、厳しい国際社会においてリーダーシ

ップを発揮し活躍できる有為な人材を養成し、広く社会に輩出することを目指す。 

 

② 大学の有する様々な有形無形の資源を活用した地域貢献の実践により、より一層

県民や社会の期待に応え、「教育立県あきた」を代表する大学として「県民の誇り

となる大学」を目指す。 

 

③ 第２期６年間を大学の総合的価値を向上させる期間と位置づけ、革新的で持続可

能な運営の推進により、国内トップレベルの「競争力」と「存在感」を示していく

ことによって、秋田県ひいては日本の誇る「リベラルアーツ」大学として国内外に

広く認められることを目指す。    

    

ⅠⅠⅠⅠ    中期目標の期間中期目標の期間中期目標の期間中期目標の期間    

２０１０(平成２２)年４月１日から２０１６(平成２８)年３月３１日までの６年間 

    

ⅡⅡⅡⅡ    教育研究に関する目標教育研究に関する目標教育研究に関する目標教育研究に関する目標    

１１１１    教育の質の向上及び充実教育の質の向上及び充実教育の質の向上及び充実教育の質の向上及び充実    

（１）卓越した外国語運用能力の養成（１）卓越した外国語運用能力の養成（１）卓越した外国語運用能力の養成（１）卓越した外国語運用能力の養成    
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「国際教養」教育の実践及び真に国際社会で通用する人材の育成に必要な英語

その他の言語運用能力の養成を行う。 

（２）「国際教養」教育の推進（２）「国際教養」教育の推進（２）「国際教養」教育の推進（２）「国際教養」教育の推進    

豊かな知識とグローバルな視点の習得により知的探求心の向上を図るとともに、

実践的な思考能力、分析能力及び発信力の涵養並びに日本人としてのアイデンテ

ィティーの確立を促すことによって、国際社会及び地域社会においてリーダーシ

ップを発揮し、活躍できる人材を育成する。 

（３）留学生に対する教育の充実（３）留学生に対する教育の充実（３）留学生に対する教育の充実（３）留学生に対する教育の充実    

日本語はもとより、日本の社会、歴史、文化、政治、経済等を総合的に学び、

日本を理解するための教育の充実を図る。 

（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育    

英語教育実践、日本語教育実践及び発信力実践分野における高度専門職業人と

して相応しい専門的な知識と技術の習得を目指した実践的な教育を行う。 

 

２２２２    学生の確保学生の確保学生の確保学生の確保    

（１）県内外からの学生の受け入れ（１）県内外からの学生の受け入れ（１）県内外からの学生の受け入れ（１）県内外からの学生の受け入れ    

県内をはじめ全国から、知的探求心をもつ、積極的で社会貢献に意欲的な学生

を広く募集し、確保する。 

また、県内出身入学者が着実に拡大するよう、有効な手立てを講ずる。 

（２）留学生の受け入れ（２）留学生の受け入れ（２）留学生の受け入れ（２）留学生の受け入れ    

多様な異文化交流ができるキャンパス環境の確保とともに、国際的に活躍でき

る人材を育成するため、日本人学生と切磋琢磨し成長できる優秀な留学生を世界

各国・各地域から受け入れる。 

（３）社会人等学生の受け入れ（３）社会人等学生の受け入れ（３）社会人等学生の受け入れ（３）社会人等学生の受け入れ    

リカレント教育など学習機会の継続的な提供を行い、学習意欲の高い社会人や

他大学からの編入学生を確保する。 

（４）大学院学生の受け入れ（４）大学院学生の受け入れ（４）大学院学生の受け入れ（４）大学院学生の受け入れ    

高度なコミュニケーションの理論と実践力を身につけ、グローバル社会におけ

る高度専門職業人を目指す人材を、国内外から広く募集し、確保する。 

 

３３３３    学生支援学生支援学生支援学生支援    

（１）学習の支援（１）学習の支援（１）学習の支援（１）学習の支援    

学生が自ら意欲を持って課題を探求し、解決する学習能力を身に付けるよう適

切な履修支援を行う。 

（２）学生生活の支援（２）学生生活の支援（２）学生生活の支援（２）学生生活の支援    

学生が安心して勉学や課外活動に取り組めるよう学生生活に対する的確な支援
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を行う。 

（３）進路指導及びキャリア支援（３）進路指導及びキャリア支援（３）進路指導及びキャリア支援（３）進路指導及びキャリア支援    

初年次からキャリア教育を展開し、学生の進路選択と決定に向けて、個別の学

生に応じた適切なキャリア支援を行うとともに、県内企業等への就職の促進に取

り組む。 

 

４４４４    研究研究研究研究の質の向上及び充実の質の向上及び充実の質の向上及び充実の質の向上及び充実    

（１）「国際教養」教育に資する研究の推進（１）「国際教養」教育に資する研究の推進（１）「国際教養」教育に資する研究の推進（１）「国際教養」教育に資する研究の推進    

国際教養に係る教育内容の質保証及び教授法の改善に係る研究を推進するとと

もに、各教員が絶えざる自己研鑽に努め、「国際教養」教育の確立を図る。 

（２）研究成果の集積と公表（２）研究成果の集積と公表（２）研究成果の集積と公表（２）研究成果の集積と公表    

学内の教育・研究に関する成果を集積するとともに、広く社会に提供する。 

（３）学術交流の促進（３）学術交流の促進（３）学術交流の促進（３）学術交流の促進    

国際水準の教育研究を維持、向上させるため、国内外の教育研究機関との共同

研究や学術交流の拡充を図る。 

 

ⅢⅢⅢⅢ    社会貢献に関する目標社会貢献に関する目標社会貢献に関する目標社会貢献に関する目標    

１１１１    教育機関との連携教育機関との連携教育機関との連携教育機関との連携    

（１）地域の学校等との連携（１）地域の学校等との連携（１）地域の学校等との連携（１）地域の学校等との連携    

「教育立県あきた」を実現するため、県内の小中高校等と連携し、英語や国際

理解活動などの取り組みに対し、積極的な支援を行う。 

（２）県内高等教育機関との連携（２）県内高等教育機関との連携（２）県内高等教育機関との連携（２）県内高等教育機関との連携    

「大学コンソーシアムあきた」に積極的に参画し、県内高等教育機関との交流・

連携を強化するとともに、県内学生等に幅広く学習機会を提供する。 

    

２２２２    国際化推進の拠点国際化推進の拠点国際化推進の拠点国際化推進の拠点    

（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成    

本県の国際化の推進に資するよう、卒業生や帰国後の留学生を包含する国際的

なネットワークを構築する。 

（２）東アジア交流等の促進（２）東アジア交流等の促進（２）東アジア交流等の促進（２）東アジア交流等の促進    

本県と諸外国、特に東アジア地域との交流促進に資する人材の育成や文化交流

に取り組むとともに、県内企業等による環日本海諸国等へのグローバルな展開を

支援する。 

 

３３３３    地域社会との連携地域社会との連携地域社会との連携地域社会との連携    

（１）多様な学習機会の提供（１）多様な学習機会の提供（１）多様な学習機会の提供（１）多様な学習機会の提供    
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県民のニーズを的確に把握して、地域コミュニティの知力や学ぶ意欲の向上に

つながるよう公開講座等の多様な学習機会を提供する。 

（２）地域活性化への支援（２）地域活性化への支援（２）地域活性化への支援（２）地域活性化への支援    

県内自治体等の地域振興及びまちづくり事業など、秋田県を活性化させるため

の取り組みについて、積極的な支援を行う。 

（３）大学資源の活用と開放（３）大学資源の活用と開放（３）大学資源の活用と開放（３）大学資源の活用と開放    

県内諸団体や地域の取り組みと連携し、大学の知的人的資源を活用して様々な

活動を展開するとともに、大学の保有する施設を積極的に開放する。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    大学経営の改善に関する目標大学経営の改善に関する目標大学経営の改善に関する目標大学経営の改善に関する目標    

１１１１    業務運営業務運営業務運営業務運営の改善の改善の改善の改善及び効率化及び効率化及び効率化及び効率化    

（１）組織運営の体制（１）組織運営の体制（１）組織運営の体制（１）組織運営の体制    

理事長のリーダーシップの下、大学の叡智を結集するとともに、迅速な意思決

定に基づき革新的かつ持続可能な組織運営に努める。 

（２）大学運営の高度化（２）大学運営の高度化（２）大学運営の高度化（２）大学運営の高度化    

自己点検・評価、学生による授業評価、卒業生に係る調査等の結果を反映した、

業務内容や組織の持続的な改善により、大学運営の更なる高度化を図る。 

（３）人事の最適化（３）人事の最適化（３）人事の最適化（３）人事の最適化    

教職員の業績に関する多角的な評価を通じて、最適な人事管理を実現するとと

もに、組織的な教職員の能力開発への取り組みを通して、優秀な教職員を確保・

養成する。 

 

２２２２    財務内容の改善財務内容の改善財務内容の改善財務内容の改善    

（１）財政基盤の強化（１）財政基盤の強化（１）財政基盤の強化（１）財政基盤の強化    

経営の安定化を図るため、法人の創意工夫により、自己財源の確保など財政基

盤の強化に努める。 

（２）経費の節減（２）経費の節減（２）経費の節減（２）経費の節減    

地域に支えられた大学であることを踏まえ、徹底した業務の合理化により、経

費の節減を図る。 

 

３３３３    自己点検評価等の実施及び情報公開自己点検評価等の実施及び情報公開自己点検評価等の実施及び情報公開自己点検評価等の実施及び情報公開    

（１）自己点検評価等（１）自己点検評価等（１）自己点検評価等（１）自己点検評価等    

大学の教育・研究、組織運営に係る自己点検・評価を定期的に実施する。 

また、国際基準による教育・研究の質及び組織運営を評価、検証するため、国

内外の有識者による外部評価を定期的に行うとともに、認証評価機関による認証

評価を実施する。  
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（２）情報公開（２）情報公開（２）情報公開（２）情報公開    

自己点検・評価及び外部評価の結果をはじめ、大学運営に関する計画、財政状

況、社会貢献の実績など、大学の責務に係る情報を徹底して開示する。 

 

４４４４    その他業務運営その他業務運営その他業務運営その他業務運営に関する重要事項に関する重要事項に関する重要事項に関する重要事項    

（１）安全管理体制の整備（１）安全管理体制の整備（１）安全管理体制の整備（１）安全管理体制の整備    

安全管理及び危機管理に関する体制を充実させ、より安全なキャンパス環境を

確立する。 

（２）教育研究環境の整備（２）教育研究環境の整備（２）教育研究環境の整備（２）教育研究環境の整備    

施設設備の適切な維持管理と整備に努め、良好な教育研究環境を確保する。 

 


